
（平成２３年８月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 18 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から 63年３月まで 

私は、国民年金保険料はいつも１年分まとめて納付しており、申立期間の

保険料を納付した領収書も保管しているのに、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳から国民年金に加入し、平成 11 年３月までの 28 年間、申

立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付していることか

ら、保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人が保管している申立期間である昭和 62 年度の国民年金保険料

の領収証書の前納欄に昭和63年４月13日付けのＡ銀行の領収印が押されてい

ることが確認できるところ、納付が行われた時点では前納による納付期限を経

過していることから、同行の事務処理に誤りがあったものと推測できる。 

さらに、申立人の国民年金加入期間のうち保険料の納付日が確認できる期間

の納付状況をみると、申立人は毎年、定額保険料を年度分一括納付しており、

前納による保険料納付は行われておらず、申立人も前納した記憶はないとして

いることから、申立人が納付した保険料は、昭和 62 年度分の定額保険料であ

ったものと推測できる上、誤って期限後に前納保険料相当額を収納した場合、

Ｂ市では、不足する前納割引保険料相当額の納付書を別に送付しているが、当

該納付書が申立人に送付された形跡も無く、また、納付書が送付されれば、納

付意識の高い申立人が当該保険料を追加納付したと考えるのが自然である。 

加えて、当該保険料が申立人に還付された形跡も見当たらないことから、行

政機関の記録管理に過誤があった可能性がうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金



保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



北海道国民年金 事案 2101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月から同年９月まで 

私の国民年金については、保険料の納付が困難であったため、加入期間の

うち大部分の期間を申請免除していたが、申立期間については、Ａ市でＢ業

をして収入が増えたので、国民年金保険料を１年間納めきったことがあり、

このことを別居していた妻に報告したところ、喜んでもらった記憶がある。 

しかし、ねんきん定期便には、Ａ市に住んでいた頃に１年分の国民年金保

険料を納付した期間の記録が無いことに気が付いた。 

申立期間直後の６か月の納付済期間と同様に申立期間の国民年金保険料

についても納付したはずであり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の所持する「国民年金保険料免除申請承認通知書」により、

Ｃ市に居住していた平成２年５月に、同年４月から３年３月までの国民年金保

険料の免除申請を行い、当該申請について２年９月 28 日付けでＤ社会保険事

務所（当時）から承認されたことが確認できるところ、ⅰ）申立人は、同年７

月５日付けでＡ市に住民登録を異動しており、申立人が同市で転入手続を行っ

た時点ではまだ保険料免除の承認が行われていないことから、未納となってい

た平成２年度の保険料の納付書が同市から申立人に交付されたものと推認で

きること、ⅱ）申立人は、平成２年度の保険料のうち、２年 10 月から３年２

月までを同市が交付した納付書により現年度納付していること、ⅲ）申立人は、

同年３月分の保険料を同年７月に過年度納付しており、当該年度の保険料を全

て納付しようとした状況がうかがえること、ⅳ）申立期間当時、Ｃ市に居住し

ていた申立人の妻は、その当時、申立人から１年間の保険料を全て納付したこ

とを報告されたと証言していることから、申立人は、Ａ市から交付された納付



書により、申立期間の保険料を納付したとすることに不自然さは無い。 

また、申立人は、１年を通して国民年金保険料を納付したとしているところ、

申立期間の前後に、申立期間と混同するような期間は見当たらず、申立人の申

立内容に信憑
ぴょう

性がある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2102 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から同年３月までの期間の国民

年金保険料及び同年７月から同年９月までの期間の付加保険料を含む国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年１月から同年３月まで 

② 昭和 56年７月から同年９月まで 

③ 昭和 56年 10月から 57年３月まで 

④ 昭和 57年７月から同年９月まで 

私は、婚姻のため会社を退職し、Ａ市で国民年金に加入した。申立期間①

から③までの国民年金保険料は、納付書に基づいて金融機関等で納付してい

た。 

昭和 57 年４月にＢ市に転居したが、Ｂ市では自宅に集金人が来ていたの

で、集金人に国民年金保険料を納付していた。ただし、転居した年の＊月に

長男を出産したため、その頃の国民年金保険料は集金人に納付できず、金融

機関で納付したはずだ。申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料が未納

とされているが、間違いなく納付していたので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間において、申立期間及び第３号被保険者期間を

除く国民年金保険料を全て納付し、保険料の納付意識が高かったものと認めら

れるところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の

被保険者加入状況調査等により、昭和 56 年２月頃に払い出されたものと推認

でき、申立期間①は同手帳記号番号により現年度で保険料を納付することが可

能である上、申立人が所持する年金手帳により、婚姻したことによる氏名及び

同被保険者種別の変更手続を同年３月＊日付けで行っていることが確認でき

ることから、申立人は、申立期間①の保険料を納付していたものと考えるのが



自然である。 

また、昭和 56 年４月から同年６月までの期間について、申立人は、国民年

金保険料に加え付加年金保険料を納付しており、この時点で付加年金に加入し

ていたものと認められ、生活環境に特段の変化も見当たらないことから、申立

人は、申立期間②については、付加保険料についても納付していたものと考え

られる。 

しかしながら、ⅰ）申立期間③について、申立人の年金手帳及びＢ市の国民

年金被保険者名簿により、申立人は、昭和 56年 10月 17日付けで国民年金被

保険者資格を喪失していることが確認でき、当該期間は国民年金に未加入で、

国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられること、ⅱ）申

立期間④について、申立人は、その頃の保険料は、子供を出産したため同市の

集金人に納付できず、後に金融機関で納付したとしているところ、オンライン

記録及び同市の同被保険者名簿により、申立人は、当該期間の保険料を納付期

限後に納付したため、60年７月 11日付けで還付されていることが確認できる

ことから、申立期間③及び④については、保険料が納付されたものとは認め難

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 56 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料及び同年７月から同年

９月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 2103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 40 年３月までの期間及び

43年１月から同年 12月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月から 40年３月まで 

            ② 昭和 42年７月から 43年 12月まで 

私の国民年金の加入手続は、昭和 38 年５月頃に、私の母親がＡ村（現在

は、Ａ町）役場で行ってくれた。申立期間①については、母親が国民年金保

険料をＡ村役場で納付してくれ、42 年６月に婚姻し、Ｂ市に在住していた

申立期間②については、私が同市Ｃ支所で保険料を納付したと思うが、申立

期間の保険料を遡ってまとめて納付したかも知れない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「母親が国民年金保険料をＡ村役場で納

付してくれたと思う。」と述べているが、ⅰ）申立人の国民年金保険料を納

付してくれたとする申立人の母親及び父親の当該期間の保険料が法定免除

されていること、ⅱ）申立人が所持するＡ町が昭和 45 年３月２日付けで申

立人に国民年金保険料の納付状況を回答したはがきにより、その時点で、申

立人が同町に在住していた申立期間①を含む39年４月から40年６月までの

期間は保険料の未納期間であることが確認できることから、これらは、申立

人の主張とは一致しない。 

しかしながら、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保

険料を全て納付し、昭和 51年１月から 61年３月までについては付加保険料

も納付しており、申立人の夫についても、国民年金制度が発足した 36 年４

月から国民年金に加入し、その加入期間の保険料を全て納付していることか

ら、申立人及びその夫は国民年金に対する意識が高かったものと認められる。 



また、申立期間①直後で、国民年金保険料の納付済期間である昭和 40 年

４月から同年６月までの期間について、既述のとおり、Ａ町が 45 年３月２

日付けで申立人の保険料の納付状況を回答したはがきにより、その時点で、

時効により保険料を納付することができない未納期間であることが確認で

きることから、納付済期間となっている当該期間の保険料は、その後、特例

納付された可能性を否定できない。 

さらに、申立人の夫に係る昭和 44年４月から 45年 12月まで（21か月）

の国民年金保険料は、特殊台帳（マイクロフィルム）及びＤ市の国民年金被

保険者名簿により、50 年 12 月６日に特例納付（第２回特例納付：昭和 49

年１月から50年12月まで実施）されていることが確認でき、これについて、

申立人の夫は、「私が当該期間の国民年金保険料の特例納付に係る手続を行

ったと思う。夫婦の未納期間の国民年金保険料を全て納付したことを鮮明に

記憶しているが、その納付時期、納付金額等の具体的な状況を記憶していな

い。しかし、私の未納期間の国民年金保険料を遡ってまとめて納付した昭和

50 年頃は、仕事も多忙で収入も安定していたので、必ず妻の未納期間の国

民年金保険料も遡って納付したはずである。」と述べているところ、特例納

付が可能な国民年金の強制加入期間である申立期間①及びこれに続く納付

済期間である 40 年４月から同年６月までの期間の保険料については、保険

料の納付意識の高かった申立人の夫が、50年 12月６日に、併せて特例納付

したものと考えても不自然ではない。 

加えて、申立人の申立期間①（12 か月）の国民年金保険料に係る特例納

付に必要な金額は１万 800円（１か月当たり 900円）、続く納付済期間であ

る昭和 40 年４月から同年６月までの期間（３か月）の特例納付保険料は

2,700円であり、上述の申立人の夫の特例納付に要した金額（１万 8,900円）

と合わせると、夫婦の特例納付に必要な金額は合計３万 2,400円であること

が確認できるところ、申立人の夫の厚生年金保険の標準報酬月額は 49 年７

月時点の９万２,000 円から 50 年８月時点には 15 万円に大きく増加してい

ることが確認できることから、夫婦の特例納付に係る保険料の納付が可能で

あった状況がうかがえる上、当時仕事も多忙で収入も安定していたとする申

立人の夫の主張は信頼できる。 

２ 申立期間②について、申立人が所持する国民年金手帳により、申立人は、

Ｅ町への国民年金の住所変更手続を適切に行い、昭和 45年４月 13日に同年

１月から同年３月までの保険料を納付していることが確認でき、その時点で、

申立期間②のうち43年１月から同年12月までの期間は保険料の過年度納付

が可能な期間であるところ、既述のとおり、申立人について、申立期間後の

国民年金保険料は全て納付されており、当該期間は 12 か月と短期間である

ことを考慮すると、保険料の納付意識が高かった申立人は当該期間の保険料

を過年度納付したものと考えても不自然ではない。 



しかしながら、当該国民年金手帳により、保険料の未納期間であることが

確認できる申立期間②のうち昭和 42年７月から同年 12月までの期間は、45

年４月の時点で、申立人は時効により納付することができない期間である。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39年４月から 40年３月までの期間及び 43年１月から同年 12月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 2107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から同年９月まで 

私は病気で会社を退職後、Ａ市で国民年金保険料の免除を受けていたが、

昭和 63 年４月にＢ町に転居したので、私の妻が同町Ｃ支所で夫婦二人分の

保険料の免除申請を行った。 

その後、Ｄ社会保険事務所（当時）から申立期間の国民年金保険料が未納

となっていると督促があったので、同支所に確認したところ、担当者が私の

免除申請書を本庁に送付することを失念していた様子で私たちに謝ってい

た。 

これを同社会保険事務所に説明したが、取り合ってもらえず、そのままと

なっていた。 

申立期間については、妻も同様に免除となっておらず、国民年金保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年４月にＡ市からＢ町に転居後、申立人の妻が同町Ｃ支

所で夫婦二人分の国民年金保険料の免除申請を行ったとしているところ、同町

の被保険者名簿は破棄済みのため、保険料の免除記録を確認できないが、オン

ライン記録及びＡ市の被保険者名簿には、Ｂ町への転居日が同年３月 28 日と

記録されている上、申立人は、それまで免除申請手続を４回行っており、同手

続の必要性について認識があったものと認められ、申立人が申立期間の同手続

を行わなかったとは考え難い。 

また、申立期間直前の昭和 62年５月から 63年３月までの期間について、国

民年金保険料の申請免除が承認されており、申立期間当時、申立人は病気療養



中であったことが推認できることから、申立期間に免除申請手続を行っていれ

ば、承認されたと考えるのが自然である。 

さらに、申立人が国民年金保険料の免除申請手続を行ったとする同支所にお

いて、これを本庁に送付することを失念していたとする申立内容の事実を確認

することはできないが、同支所では国民年金事務を扱い、保険料の免除申請を

受け付けており、申立人の妻が免除申請手続を行った当時の状況等に係る申立

内容に不自然さは見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 2108 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 45 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年３月 

私（申立人の妻）は結婚した昭和 49 年頃、社会保険事務所（当時）に出

向き年金記録の確認整理を行い、夫（申立人）の国民年金保険料に未納が無

いことを確認した。その際、職員から「奥様のように記録を確認してくださ

る方が多くいると助かります。」と言われた記憶がある。 

夫が亡くなり、夫の資格喪失及び遺族年金受給の手続を行った際に、夫の

国民年金加入期間に保険料の未納期間があることを知った。年金手帳に領収

証書を全て貼付していたが、遺品整理の時に全て廃棄した。現在、証拠書類

は無いが、結婚した頃に記録を確認し、未納期間が無いことを確認した記憶

がある上、夫の親が夫の国民年金保険料を納付していたことを知っているの

で、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録（年金記録）の

訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）及びＡ町（現在

は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿により、申立人は、当該期間の国民年金保

険料を現年度納付したものの、厚生年金保険被保険者期間と重複していたとし

て、当該期間を含む昭和 44年９月から 45 年 12月までの納付済保険料が、46

年５月 20日に還付決定されていることが確認できる。 

一方、オンライン記録により、申立人は、昭和 45年３月 27日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し、同年４月 20 日に同保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから、申立期間について、申立人は厚生年金被保

険者ではなく、国民年金の強制被保険者であり、当該期間の国民年金保険料を



還付する合理的な理由が見当たらないことから、当該期間は保険料の納付済期

間とするのが妥当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63年 10月から平成元年３月までの期間及

び同年 10 月から２年１月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 10月から平成元年３月まで 

 ② 平成元年 10月から２年１月まで 

 ③ 平成２年 10月 

④ 平成４年３月から６年８月まで 

⑤ 平成７年７月から９年５月まで 

⑥ 平成 11年 12月及び 12年１月 

⑦ 平成 12年 11月 

⑧ 平成 13年５月から同年７月まで 

私は、国民年金の加入手続をＡ市Ｂ区役所で行い、申立期間について、納

付時期や納付金額は明確ではないが、金融機関で国民年金保険料を納付書に

より納付したはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者

状況調査等により、平成元年６月又は同年７月に払い出されたものと推認で

き、その時点で、申立期間①直前の昭和 62 年 12月から 63年９月までの期

間及び申立期間①は、国民年金保険料の過年度納付が可能な期間であるとこ

ろ、申立人は、「国民年金の加入手続を行った当時、分割で保険料を過年度

納付したかもしれない。」と述べており、オンライン記録により、申立人は、

平成元年 10月９日に申立期間①直前の昭和 62年 12月から 63年９月までの

期間の保険料を過年度納付していることが確認できる。 

また、国民年金保険料の未納期間であった申立期間①及び②について、オ



ンライン記録により、平成２年７月５日に過年度納付書が作成されたことが

確認でき、社会保険事務所（当時）は、申立人に過年度納付書を送付したも

のと認められるところ、申立期間①の前後は保険料の納付済期間である上、

申立期間①は６か月、申立期間②は４か月といずれも短期間であることから、

申立期間①及び②について、申立人が保険料を過年度納付したものと考えて

も不自然ではない。 

２ 申立期間③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧について、オンライン記録により、平

成 13年 9月 10日に、当該期間に係る国民年金被保険者資格の記録（平成２

年11月１日から13年５月７日まで）の処理が行われていることが確認でき、

その頃に、申立人は国民年金の再加入手続を行ったものと推認できることか

ら、その時点で、申立期間③、④及び⑤は時効により国民年金保険料を納付

できない期間であることが認められる。 

また、申立期間⑥及び⑦について、オンライン記録により、申立期間⑥は

平成 13年８月 23日付けで、申立期間⑦は同年７月 23日付けで、国民年金

への加入勧奨対象者一覧表に申立人が記載されていることが確認でき、申立

期間⑥及び⑦は、それぞれ申立人が当該一覧表に記載された時点で国民年金

の未加入期間であったことが確認できる。 

さらに、申立人が国民年金の再加入手続を行ったものと推認できる平成

13 年９月の時点で、申立期間⑥及び⑦は国民年金保険料の過年度納付が可

能な期間であり、申立期間⑧は現年度納付が可能な期間であるものの、申立

期間⑥、⑦及び⑧について、申立人は、保険料の納付時期及び納付金額等は

不明としており、保険料の納付状況は明確ではない。 

加えて、申立期間③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧は、６回で 60 か月と長期間

であり、当該期間について、申立人が国民年金保険料を納付した事実を確認

できる資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 63年 10月から平成元年３月までの期間及び同年 10月から２年１月ま

での期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2110 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年 12 月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年 12月から 61年３月まで 

私は、結婚を契機に退職したことに伴い、昭和 55 年６月に国民年金に任

意加入し、都度、国民年金保険料の納付を行っていた。 

申立期間の国民年金保険料については、ほかの納付済期間と同様に保険料

を納付しており、遅れても必ず納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間である上、申立人は昭和 55年６月 25日付けで国

民年金に任意加入しており、申立期間を除く国民年金加入期間に保険料の未納

が無いことから、申立人の保険料納付意識は高かったものと認められる。 

また、オンライン記録により、申立人に対し、昭和 61 年７月８日付けで国

民年金保険料過年度納付書が発行されていることが確認できるところ、同日に

おいて、同納付書の対象となる保険料未納期間は申立期間のみであることから、

当該納付書は、申立期間の納付書であったものと推認でき、保険料納付意識の

高かった申立人は、送付された納付書で申立期間の保険料を納付したものと考

えても不自然ではない。 

さらに、申立期間の前後を通じ、申立人の夫は厚生年金保険の被保険者であ

り、申立人は、国民年金の任意加入手続を行った昭和 55 年６月以降住所の変

更が無い上、生活状況にも大きな変化がみられないことから、申立期間当時に

保険料の納付を行うことが困難であった事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 2111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年９月から３年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

   住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成３年３月まで 

私は、昭和 62 年３月に大学を卒業した後、社会人になってから自分で国

民年金に加入した。国民年金保険料は銀行の窓口で納付し、その際、納付書

に印を押してもらっていた。 

また、私は国民年金保険料を納付できるから国民年金に加入したのであり、

申立期間当時はＡ専門職をしており、金銭的にゆとりがあり、保険料をまと

めて納付した記憶もある。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出簿により、平成３年

10 月頃に払い出されたものと推認でき、その時点で、申立期間のうち元年９

月から３年３月までの国民年金保険料は過年度納付が可能である。 

また、申立人は、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認され

る平成３年度から平成13年11月に国民年金第３号被保険者資格を取得するま

での国民年金加入期間に保険料の未納が無いことから、申立人の保険料納付意

識は高かったものと認められるとともに、申立人は、申立期間当時は金銭的に

余裕があり、保険料をまとめて納付した記憶もあるとしていることから、申立

人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される３年 10 月の時点で、

過年度納付が可能であった元年９月から３年３月までの保険料を申立人が納

付したものと考えても不自然ではない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年８月までの期

間については、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される３



年 10 月の時点で、既に時効により国民年金保険料を納付できない期間である

ほか、申立人に対し、別の同手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない

など、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年９月から３年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年２月１日から 44年１月１日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係る確認はがきを受け取ったところ、申立

期間については、脱退手当金が支給済みとされていた。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶がないので、申立期間について年金

額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者原票に記載されている被保険者のうち、申立人が厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した日の昭和 44 年１月の前後３年以内に被保険者資格を喪失し、

かつ、脱退手当金の受給要件を満たす 14 人について脱退手当金の支給状況を

確認したところ、脱退手当金の支給記録のある者が５人（申立人を含む。）で

あることが確認できるとともに、複数の者が、脱退手当金を自ら請求して受け

取った旨を供述していることを踏まえると、事業主が申立人の脱退手当金を代

理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての被保険者期間がその

計算の基礎とされるべきものであるところ、申立期間より前の別の事業所にお

ける２回の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求と

なっている。しかしながら、これら３回の被保険者期間のうち、申立人が最初

に勤務した事業所における被保険者期間を含む２回の被保険者期間を失念す

るとは考え難い。 

さらに、脱退手当金が支給されたとする額は、法定支給額と相当程度相違し

ているが、その原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期



 

間に係る脱退手当金を受給していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年 12月１日から 30年３月 15日まで 

             ② 昭和 30年５月 10日から 33年１月 27日まで 

厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間①及び②につ

いては脱退手当金を支給しているとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を受け取っていないので、両申立期間について年金額

に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間②において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に記載されている被保険者のうち、申立人が厚生年金保険の被保

険者資格を喪失した日である昭和33年１月27日の前後３年以内に資格を喪失

し、かつ、脱退手当金の受給資格のある 16 人の脱退手当金の支給記録を確認

したところ、脱退手当金の支給記録のある者は５人（申立人を含む。）である

ことから、事業主が申立人の脱退手当金を代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険の被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①の前の２回の

被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている

が、申立人がこれを失念するとは考え難い上、未請求となっている２回の被保

険者期間と申立期間①及び②は同一の被保険者記号番号で管理されているに

もかかわらず、支給されていない期間として存在することは事務処理上、不自

然である。 

さらに、申立期間②において勤務していた事業所を退職してから、次の事業

所に勤務するまでの期間は短期間であり、申立人がその当時、脱退手当金を請

求する意思を有していたとは考え難い上、申立期間②後の厚生年金保険の被保



 

険者期間については、両申立期間と同一の被保険者記号番号になるよう加入手

続がとられていることを踏まえると、申立人が申立期間の脱退手当金を受給し

たものと認識していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申立

期間に係る脱退手当金を受給していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 62 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

   住    所 ：  

            

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月 31日から 62年１月１日まで 

申立期間はＡ社にＢ職として勤務していたが、年金記録を確認したところ、

当該期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、同僚から提出された給料明細書及び複数の同僚の

供述から、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 61

年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当であ

る。 

一方、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社は、昭和 61 年 12 月

31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間は厚生

年金保険の適用事業所ではなかった。 

しかし、商業・法人登記簿謄本によると、Ａ社は、昭和 62年１月 20日に株

主総会の決議により解散となっており、申立期間当時は、法人事業所であるこ

とが確認できる上、同社においてＣ職７人が就任していることが確認できるほ

か、雇用保険の被保険者記録によると、複数の同僚が申立期間において同社で



 

雇用保険に加入していることが確認できることから、申立期間当時は、同社は

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所でありながら、

社会保険事務所に対して適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 62 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月 31日から 62年１月１日まで 

昭和 51年７月７日から 61年 12月 31日までＡ社に勤務していたが、年金

記録を確認したところ、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認で

きない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、同僚から提出された給料明細書及び複数の同僚の

供述から、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 61

年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当であ

る。 

一方、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社は、昭和 61 年 12 月

31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間は厚生

年金保険の適用事業所ではなかった。 

しかし、商業・法人登記簿謄本によると、Ａ社は、昭和 62年１月 20日に株

主総会の決議により解散となっており、申立期間当時は、法人事業所であるこ

とが確認できる上、同社においてＢ職７人が就任していることが確認できるほ



 

か、雇用保険の被保険者記録によると、複数の同僚が申立期間において同社で

雇用保険に加入していることが確認できることから、申立期間当時は、同社は

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所でありながら、

社会保険事務所に対して適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③のうち昭和 45年５月４日から 46年４月１日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日を 45 年

５月４日、同資格喪失日を 46 年４月１日とし、当該期間の標準報酬月額を、

45 年５月から同年９月までは７万 2,000 円、同年 10 月から 46 年３月までは

７万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間③のうち昭和 47 年６月１日から同年７月１日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格取得日に

係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を７万 6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

   住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 35年５月３日から同年６月１日まで 

         ② 昭和 39年１月１日から同年３月 23日まで 

                  ③ 昭和 44年 12月 11日から 47年７月１日まで 

         ④ 昭和 47年 12月 21日から 48年６月１日まで 

         ⑤ 昭和 56年１月１日から 57年１月１日まで 

申立期間①は、昭和 35 年５月中にＣ社を自己都合により退職したが、同

社の関連会社であるＤ社に採用された際、同社の当時の事業主の子から、「昭

和 35年５月末日までＣ社に勤務していたことになる。」と聞いていた。 

申立期間②は、Ｄ社Ｅ事務所が倒産し、Ｃ社において勤務することとなっ

た時期に当たるが、両事業所に継続して勤務していた。 

申立期間③は、Ａ社が倒産し、同社の事業を関連会社のＢ社が引き継ぐこ



 

ととなった時期であるが、両事業所に継続して勤務していた。 

申立期間④は、Ｂ社に継続して勤務していた。 

申立期間⑤は、昭和 56年 12月 31日にＢ社を退職したと記憶している。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、全ての申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、雇用保険被保険者記録及び複数の同僚の供述により、

申立人は、申立期間③のうち、昭和 45年５月４日から 46年３月 31日まで

の期間において、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）において、申立人の加入記録が確認できる昭和 44年に被保険

者資格を取得している者が 12人、申立期間③に係る 45年は 13人であるこ

とが確認でき、その資格取得者数はほぼ同数であることが確認できるところ、

申立人及び申立人と同職種の同僚は、44年及び 45年において、同社におけ

る事業内容に変更は無く、従業員数もほぼ同数であった旨を供述しているこ

とから、同社では、同年においても 44 年と同様に従業員全員を厚生年金保

険に加入させる取扱いであったと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間③当時、Ａ社において、Ｆ事業のＧ職業務に

従事していた旨を供述しているところ、上記の昭和 44 年に同社における厚

生年金保険の被保険者資格を取得している 12 人のうち６人（申立人を除

く。）は、その加入記録が１年未満であることから、申立人と同様にＧ職業

務に従事していたと考えられる上、このうち５人は、申立期間③に係る 45

年においても同保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、申立人は、「申立期間③のうち、Ａ社に勤務していた年の５月に、

作業中に発生した事故に遭い、その後、その年は休業し、冬頃まで継続して

治療を受けていた。事故に遭った当初は、会社から休業補償分の給与が支払

われていたが、労働災害として認定された後は、会社から給与が支払われな

くなった。その後、会社から、『社会保険の保険料は、会社から給料が支払

われていない場合であっても負担しなければならないため、本人負担分の社

会保険料を会社まで持参するように。』と言われ、その後のしばらくの期間、

毎月、勤務場所であった作業場ではなく、会社事務所まで社会保険料を支払

いに行っていた。」と具体的に供述しているところ、前述の同僚５人のうち

１人は、「Ａ社において、私はＨ作業を行い、申立人はＩ職として勤務して

いた。申立期間③頃、作業中に発生した事故のために申立人がけがをして休

んでいた記憶がある。」と供述し、他の一人は、「私は、会社事務所に勤務し

ていたが、申立人が労働災害のことについて、会社と話し合っていたことを



 

記憶している。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間③のうち昭和 45年５月４日から 46年４月１日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

られる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社における同職種の同僚の

記録から、昭和 45年５月から同年９月までは７万 2,000円、同年 10月から

46年３月までは７万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ａ社は、昭和

46 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているととも

に、商業・法人登記簿謄本によると、同社は、既に解散していることが確認

できる上、当時の事業主も既に死亡していることから、厚生年金保険料を納

付したか否かについて確認することができないが、同社に係る当該期間の被

保険者原票の整理番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険事務所

（当時）の記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後の被

保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があっ

たこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録

しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪

等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和45年５月から46年３月までの厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

２ 申立期間③のうち昭和 47 年６月１日から同年７月１日までの期間につい

て、雇用保険被保険者記録及びＢ社から提供された失業保険被保険者資格取

得確認通知書により、申立人は、当該期間において、同社に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

また、Ｂ社は、申立人が昭和 47 年６月１日に雇用保険の被保険者資格を

取得した旨の届出に係る失業保険被保険者資格取得確認通知書、及び同年７

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出に係る健康保険

厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書を提出しているところ、両確認通

知書に記載されている提出日が一致していることから、同社は雇用保険及び

厚生年金保険に係る届出を同時に行ったことが確認できるとともに、同社は、

「当社では、基本的に、健康保険及び厚生年金保険と雇用保険とを同時に加

入させ、これらの保険料を控除している。手続に何らかの誤りがあった可能

性がある。」と回答している。 

さらに、Ｂ社に係る被保険者原票において、申立人と同時期に厚生年金保



 

険の被保険者資格を取得していることが確認できる同僚 29 人の雇用保険被

保険者記録を確認したところ、このうち 28 人については、雇用保険の被保

険者資格取得日と厚生年金保険の被保険者資格取得日とが一致しているこ

とが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間③のうち昭和 47 年６月１日から同年７月１日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

られる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社に係る昭和 47

年７月の社会保険事務所の記録から、７万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているが、前述の健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得確認通知書における資格取得日が昭和 47 年７月１日であ

ることが確認できることから、事業主は同日を資格取得日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人の同年６月の厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間①について、申立人は、「Ｃ社に勤務していたが、事情により、

昭和 35 年５月中に同社を退職することになった。その頃、同社の関連会社

であったＤ社の事業主の子から、『昭和 35年６月からＪ市の現場で働かない

か。』との誘いを受け、同社に勤務することになった。その際、事業主の子

からは、『昭和 35年５月末日までＣ社に勤務していたことになるよう、同社

の事業主には話をしてある。』と聞いていた。」と主張している。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｃ社は、昭和

49 年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているとと

もに、商業・法人登記簿謄本により、同社は既に解散していることが確認で

きる上、申立期間①当時の事業主は既に死亡しており、同社の解散時の事業

主も、「当時、私は事業主の下でＫ職を務めていた。申立人を記憶している

が、当時の資料が残っておらず、申立人の主張については何も分からない。」

と供述している。 

また、Ｄ社についても、商業・法人登記簿謄本により、同社は既に解散し

ていることが確認できる上、申立期間①当時の事業主及びその子は既に死亡

していることから、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料や供述

を得ることができない。 

さらに、申立人は、申立期間①当時の同僚の名前を記憶していないことか

ら、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①に

おける加入記録があり、生存及び所在が確認できた同僚 10 人に照会し、４

人から回答が得られたものの、申立人の申立てに係る事実を確認できる供述



 

は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

４ 申立期間②について、申立人は、「申立期間②頃、Ｄ社が倒産し、同社か

らＣ社に転籍した時期に当たるが、両事業所に継続して勤務していた。」と

主張しているところ、事業所名簿及びオンライン記録により、Ｄ社Ｅ事務所

は、昭和 39 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなってい

ることが確認でき、これは、申立人の主張と符合している。 

しかしながら、前述のとおり、Ｄ社及びＣ社は既に解散しているとともに、

申立期間②当時の事業主も既に死亡している上、Ｃ社の解散時の事業主は、

「申立人は、数人の従業員とともに、申立期間②以降から再びＣ社において

Ｌ作業に従事するようになったが、その正確な時期までは記憶していない。

申立人らが申立期間②以前に勤務していた会社から継続して勤務したか、同

社を退職した後、Ｃ社において新規に採用されたかについては分からない。」

と回答している。 

また、Ｄ社Ｅ事務所及びＣ社に係る被保険者原票において、申立期間②頃

にＤ社Ｅ事務所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ社におい

て同資格を取得している同僚が二人確認できるが、両人は、いずれも両事業

所における厚生年金保険の加入記録が継続していないことが確認できる上、

このうち一人は、両事業所における被保険者資格喪失日及び同資格取得日が

申立人と同日となっており、申立期間②における同保険の加入記録が無い。 

さらに、上記同僚二人は既に死亡していることから、申立人の申立てに係

る事実について確認できない上、申立人も、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がな

い。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

５ 申立期間③のうち昭和 44年 12月 11日から 45年５月４日までの期間につ

いて、前述のとおり、Ａ社は解散していることが確認できる上、当時の事業

主も既に死亡していることから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚

生年金保険料控除の状況について確認できる関連資料や供述を得ることが

できない。 



 

また、Ａ社において、申立人と同様に、昭和 44年及び 45年にＦ事業のＧ

職業務に従事していたと考えられる前述の同僚５人のうち１人は、「申立人

と一緒に勤務していたが、現場での勤務であったため、冬期間は雪のために

休業していた。申立人も冬期間は勤務できなかった。」と供述しており、他

の４人からも、申立人の申立てに係る事実を確認できる供述を得ることがで

きなかった上、当該期間における申立人の雇用保険の加入記録は確認できな

い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

６ 申立期間③のうち昭和46年４月１日から47年６月１日までの期間につい

て、Ｂ社は、「申立人の勤務期間について記録した資料が無いものの、失業

保険被保険者資格取得確認通知書によると、申立人は、昭和 47 年６月１日

までは当社に勤務していなかったものと考えられる。」と回答している上、

当該期間における申立人の雇用保険の加入記録は確認できない。 

また、Ｂ社に係る被保険者原票において、当該期間における厚生年金保険

の加入記録が確認できる同僚のうち、生存及び所在が確認できた５人に照会

したものの、申立人の申立てに係る事実を確認できる供述を得ることができ

なかった。 

さらに、申立人は、「Ａ社における労災事故のため休職していたが、昭和

46 年の春からは、体を慣らすために徐々に勤務を始めた。その際、会社の

看板がＡ社からＢ社に変わっていたことを記憶している。しかし、体調が思

わしくなく、勤務中に倒れて病院に連れて行ってもらうこともあるような状

態であったため、勤務日数も少なく、度々働いていた程度であった。体調が

回復し、通常の勤務を開始したのは、さらにその翌年からであった。」と具

体的に供述しており、申立人は、当該期間において、通常の勤務ができなか

った状況がうかがわれる上、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことに関する具体的な記憶もない。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

７ 申立期間④について、申立人は、「申立期間④においても継続してＢ社に

勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立期間④に係る健康保険及び厚生年金保険並



 

びに雇用保険の届出資料によると、申立人は、申立期間④において、当社に

勤務していなかったものと考えられる。」と回答している上、申立期間④に

おける申立人の雇用保険の加入記録は確認できず、同社から提出された健康

保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書及び同資格取得確認通知書、

失業保険被保険者資格喪失確認通知書離職証明書（事業主控）によると、申

立人は、昭和47年12月にＦ事業が終了したことから同社を解雇されており、

事業主は、オンライン記録どおりの届出を行ったことが確認できる。 

また、上記健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書において、

申立人と同日の昭和 48 年６月１日に被保険者資格を取得している同僚が３

人確認できるところ、このうち連絡が取れた二人は、「Ａ社の解散後、申立

人以外の私達３人は、Ｂ社のＭ部においてＮ作業に従事していたが、申立人

は、昭和 48 年１月頃から私達３人に合流して同様の作業に従事するように

なったと記憶している。しかし、同年５月までは正社員ではなく、申立期間

④当時は、日雇制や請負制の給与であった。その後、同社Ｍ部がＯ工場を設

置することとなったため、私達３人と申立人は、同年６月から正社員となり、

専門的な知識や技術を身につけるために県外に研修に行ったりすることに

なった。そのため、厚生年金保険にも同年６月から加入した。申立期間④に

ついては厚生年金保険料が控除されておらず、申立人も同様であったと考え

られる。」と具体的に供述しているとともに、当該同僚３人も、申立期間④

における厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、申立人は、申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人の申立期間④に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間④に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

８ 申立期間⑤について、申立人は、「昭和 56年 12月 31日にＢ社を退職して

おり、申立期間⑤は、同社に継続して勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立期間⑤に係る健康保険及び厚生年金保険並

びに雇用保険の届出資料によると、申立人は、昭和 55年 12月 31 日に退職

したものと考えられる。」と回答しており、同社から提出された健康保険厚

生年金保険被保険者資格喪失確認通知書及び雇用保険被保険者資格喪失確

認通知書離職証明書（事業主控）によると、申立人は、昭和 55 年 12 月 31

日に同社を退職しており、事業主は、オンライン記録どおりの届出を行った

ことが確認できる。 

また、雇用保険受給資格者証の写しによると、申立人は、昭和 55 年 12

月 31 日にＢ社を退職した後、56 年１月 16 日に求職の申込みを行い、待期



 

期間及び給付制限期間の満了後、同年 12月 19日までの期間について求職者

給付を受給していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間⑤に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間⑤に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 4078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和51年10月１

日、同資格喪失日は 55 年９月７日であると認められることから、申立人に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 51年 10月から 52年

７月までは９万 2,000円、同年８月から 53年９月までは 12万 6,000円、同年

10月から 54年９月までは 13万 4,000円、同年 10月から 55年８月までは 14

万 2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月１日から 55年９月７日まで 

申立期間は、Ａ社においてＢ職として勤務していた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

(注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し

ていたことが認められる。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険

者原票」という。）によると、申立人と同姓同名で、生年月日も一致している

が、厚生年金保険被保険者記号番号が異なる記録が存在し、昭和 51年 10月１

日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し 55 年９月７日に同資格を喪失して

いることが確認できる。 

さらに、被保険者原票の被扶養者欄に記載されている者は、申立人の子の氏

名及び生年月日と一致していることが確認できる。 

一方、社会保険事務所（当時）が、当時、被保険者原票の厚生年金保険被保



 

険者記号番号を誤って記載したことが原因で、オンライン記録では、申立人の

当該事業所における被保険者記録が別の被保険者の記録となっていることが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 51年 10月１日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得し、55 年９月７日に同資格を喪失した旨の

届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る被保険者原

票の記録から、昭和 51年 10月から 52年７月までは９万 2,000円、同年８月

から 53年９月までは 12万 6,000円、同年 10月から 54年９月までは 13万 4,000

円、同年 10月から 55年８月までは 14万 2,000円とすることが妥当である。 



 

北海道厚生年金 事案 4079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 17万 9,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 20年 12月 12日  

Ａ社に勤務し、平成 20 年 12 月 12 日に支給された賞与から厚生年金保険

料を控除されていたが、事業所において標準賞与額に係る届出が漏れていた

ことが判明した。 

Ａ社は、既に年金事務所に訂正の届出を行っているが、厚生年金保険料に

ついては時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されてい

ないので、年金が給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社に係る賞与支給明細書、同社から提出された賞与

データ及び同社の事務担当者の供述により、申立人は、平成 20年 12月 12日

に同社から 17万 9,000円の賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間に係る標準賞与額については、申立人から提出された賞与支

給明細書における厚生年金保険料控除額から 17万 9,000円とすることが妥当

である。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について



 

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく当該保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。  

 



 

北海道厚生年金 事案4080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成３年４月１

日であると認められることから、申立期間①の同資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、平成２年８月及び同年９月は

20万円、同年10月から３年３月までは22万円とすることが妥当である。 

申立人は、申立期間②のうち、Ｂ社における平成３年４月１日から同年５月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日に係

る記録を同年４月１日、同資格喪失日に係る記録を同年５月１日とし、当該期

間に係る標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成４年４月１

日であると認められることから、申立期間③の同資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間③の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成２年８月 31日から３年４月１日まで 

② 平成３年４月１日から同年６月１日まで 

③ 平成４年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和63年７月20日から平成３年３月31日までＡ社でＣ職として継続して

勤務したが、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、平成３年４月１日にＡ社からＢ社に移籍し、４年３月31日までＣ職

として継続して勤務したが、申立期間②及び③の厚生年金保険の加入記録が

確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されていたので、



 

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録により、申立人が平成３年

３月31日までＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は平成２年８月31日と記録されているところ、当該処理は、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった３年２月１日の後の

同年４月８日に２年10月の定時決定の記録を取り消した上で遡及して行わ

れており、ほかの複数の同僚においても同様の処理がなされていることが確

認できるが、社会保険事務所(当時)において、このような遡及処理を行う合

理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間①の資格喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められず、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日は、雇用保険の被保険者記録における離職日の翌日である平成３

年４月１日であると認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

平成２年７月及び同年10月のオンライン記録から、同年８月及び同年９月は

20万円、同年10月から３年３月までは22万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②のうち平成３年４月１日から同年５月１日までの期間につい

て、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、当該

期間においてＢ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社の当時の事業主に照会したところ、回答が得られず厚生年金保

険の適用状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない

ことから、オンライン記録により、Ａ社からＢ社に移籍したことが確認でき

る38人（申立人を含む。）のうち10人（申立人が名前を挙げた同僚３人を含

む。）に照会したところ、回答が得られた８人のうち５人は、いずれも「申

立人と同様、当該期間について厚生年金保険の加入記録が確認できないが、

平成３年４月１日付けで、Ａ社の事業主が別に設立したＢ社に移籍し、以後

同社に継続して勤務しており、移籍後の勤務内容及び給与形態等は移籍前と

変化は無く、移籍月も厚生年金保険料を給与から継続して控除されていたの

は間違いない。」と供述している上、当時、当該事業所に勤務していた別の

同僚から提出された給与明細書により、同人は、３年４月分の厚生年金保険

料を控除されていることが確認できる。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人は、当該期間の厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記同僚から提出された給与

明細書において確認できる厚生年金保険料控除額は、同人の移籍前の勤務先



 

であるＡ社における平成元年12月から３年３月までの期間の同控除額と同

額であることが確認でき、同控除額は同社の元年８月の随時改定時の標準報

酬月額に基づき控除されていることから判断して、申立人についても、同様

に同年８月の標準報酬月額に基づく保険料が控除されていたと認められる

ことから、20万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ｂ社は、平成３年６月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、当該期間において適用事業所としての記録は

無いが、商業・法人登記簿謄本によれば、同社は、当時、法人事業所である

ことが確認できることから、厚生年金保険法で定める適用事業所の要件を満

たしていたものと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｂ社は、平成４年３月31日に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっている上、当時の事業主に照会しても回答を得られず詳細は

不明であるが、当該期間において、同社は適用事業所の要件を満たしていな

がら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

３ 申立期間③について、雇用保険の被保険者記録により、申立人が平成４年

３月31日までＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＢ社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は平成４年３月31日と記録されているところ、当該処理は、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった同年３月31日の後の

同年10月８日に当初の同年４月１日の資格喪失日の記録を遡及して訂正し

ており、ほかの複数の同僚においても同様の処理がなされていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような遡及処理を行う合理的な理

由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間③の資格喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められず、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日は、雇用保険の被保険者記録における離職日の翌日である平成４

年４月１日であると認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人に係るＢ社における

平成４年２月のオンライン記録から、26万円とすることが妥当である。 

４ 一方、申立期間②のうち、平成３年５月１日から同年６月１日までの期間

について、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、

当該期間においてＢ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、当時の事業主からは厚生年金保険料の控除について回答が

得られないことから、当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認す

ることはできない上、前述の当該事業所に勤務していた同僚から提出された



 

給与明細書によると、同人は、当該期間に係る厚生年金保険料を控除されて

いないことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案4081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成３年４月１

日であると認められることから、申立期間①の同資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、平成２年８月及び同年９月は

18万円、同年10月から３年３月までは19万円とすることが妥当である。 

申立人は、申立期間②のうち、Ｂ社における平成３年４月１日から同年５月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日に係

る記録を同年４月１日、同資格喪失日に係る記録を同年５月１日とし、当該期

間に係る標準報酬月額を18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成４年４月１

日であると認められることから、申立期間③の同資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間③の標準報酬月額については、22万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成２年８月 31日から３年４月１日まで 

② 平成３年４月１日から同年６月１日まで 

③ 平成４年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和63年４月１日から平成３年３月31日までＡ社でＣ職として継続して

勤務したが、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、平成３年４月１日にＡ社からＢ社に移籍し、４年３月31日までＣ職

として継続して勤務したが、申立期間②及び③の厚生年金保険の加入記録が

確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されていたので、



 

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録により、申立人が平成３年

３月31日までＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は平成２年８月31日と記録されているところ、当該処理は、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった３年２月１日の後の

同年４月８日に２年10月の定時決定の記録を取り消した上で遡及して行わ

れており、ほかの複数の同僚においても同様の処理がなされていることが確

認できるが、社会保険事務所(当時)において、このような遡及処理を行う合

理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間①の資格喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められず、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日は、雇用保険の被保険者記録における離職日の翌日である平成３

年４月１日であると認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

平成２年７月及び同年10月のオンライン記録から、同年８月及び同年９月は

18万円、同年10月から３年３月までは19万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②のうち平成３年４月１日から同年５月１日までの期間につい

て、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、当該

期間においてＢ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社の当時の事業主に照会したところ、回答が得られず厚生年金保

険の適用状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない

ことから、オンライン記録により、Ａ社からＢ社に移籍したことが確認でき

る38人（申立人を含む。）のうち10人（申立人が名前を挙げた同僚３人を含

む。）に照会したところ、回答が得られた８人のうち５人は、いずれも「申

立人と同様、当該期間について厚生年金保険の加入記録が確認できないが、

平成３年４月１日付けで、Ａ社の事業主が別に設立したＢ社に移籍し、以後

同社に継続して勤務しており、移籍後の勤務内容及び給与形態等は移籍前と

変化は無く、移籍月も厚生年金保険料を給与から継続して控除されていたの

は間違いない。」と供述している上、当時、当該事業所に勤務していた別の

同僚から提出された給与明細書により、同人は、３年４月分の厚生年金保険

料を控除されていることが確認できる。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人は、当該期間の厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記同僚から提出された給与

明細書において確認できる厚生年金保険料控除額は、同人の移籍前の勤務先



 

であるＡ社における平成元年12月から３年３月までの期間の同控除額と同

額であることが確認でき、同控除額は同社の元年８月の随時改定時の標準報

酬月額に基づき控除されていることから判断して、申立人についても、同様

に同年８月の標準報酬月額に基づく保険料が控除されていたと認められる

ことから、18万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ｂ社は、平成３年６月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、当該期間において適用事業所としての記録は

無いが、商業・法人登記簿謄本によれば、同社は、当時、法人事業所である

ことが確認できることから、厚生年金保険法で定める適用事業所の要件を満

たしていたものと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｂ社は、平成４年３月31日に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっている上、当時の事業主に照会しても回答を得られず詳細は

不明であるが、当該期間において、同社は適用事業所の要件を満たしていな

がら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

３ 申立期間③について、雇用保険の被保険者記録により、申立人が平成４年

３月31日までＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＢ社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は平成４年３月31日と記録されているところ、当該処理は、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった同年３月31日の後の

同年10月８日に当初の同年４月１日の資格喪失日の記録を遡及して訂正し

ており、ほかの複数の同僚においても同様の処理がなされていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような遡及処理を行う合理的な理

由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間③の資格喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められず、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日は、雇用保険の被保険者記録における離職日の翌日である平成４

年４月１日であると認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人に係るＢ社における

平成４年２月のオンライン記録から、22万円とすることが妥当である。 

４ 一方、申立期間②のうち平成３年５月１日から同年６月１日までの期間に

ついて、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、

当該期間においてＢ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、当時の事業主からは厚生年金保険料の控除について回答が

得られないことから、当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認す

ることはできない上、前述の当該事業所に勤務していた同僚から提出された



 

給与明細書によると、同人は、当該期間に係る厚生年金保険料を控除されて

いないことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 4082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所（現在は、Ｃ社Ｂ支店）

における厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和45年７月11日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年７月 11日から同年８月 20日まで 

申立期間は、Ａ社Ｄ営業所から同社Ｂ営業所に異動した時期であるが、厚

生年金保険の加入記録が確認できない。継続して勤務していたのは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｃ社から提供された人事に関する通達及び申立人

に係る社員台帳により、申立人が同社に継続して勤務し(Ａ社Ｄ営業所から同

社Ｂ営業所に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、上記人事に関する通達によると、申立人は昭和

45 年７月１日付けで異動発令されているが、申立人の社会保険事務所(当時)

の記録から判断すると、同年７月 11日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所に係る昭

和 45年８月の社会保険事務所の記録から、３万 3,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、「当時の資料が無く不明であるが、納付

したと思う。」と回答しているが、事業主が保管している申立人に係る（株）



 

Ｃ社Ｂ営業所の厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書

における資格取得日が昭和 45年８月 20日となっていることから、事業主が同

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

７月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期

間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4083 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 61年７月１日から 62年２月 28日までの期間につい

て、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は、同年２月 28

日であると認められることから、当該期間の同被保険者資格の喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 24万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年７月１日から 63年１月まで 

申立期間は、Ａ社又はＢ社に勤務していたので、厚生年金保険料控除を確

認できる資料は無いが、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 61

年７月１日から 62年２月 28日までの期間について、Ａ社に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

一方、健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）

によると、申立人の当該事業所における厚生年金保険被保険者資格喪失日は

昭和 61年７月１日と記録されているが、同日より後の同年 10月１日に標準

報酬月額の定時決定が行われている上、当該決定は二重線で取り消されてお

り、健康保険証の返納は 62年２月と記録されていることが確認できる。 

また、被保険者原票によると、当該事業所において昭和 61 年５月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失している４人についても、申立人と同様

な処理が行われていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時に当該事業所において厚生

年金保険被保険者記録が確認でき、生存及び所在が確認できた９人（申立人

が名前を挙げた同僚３人を含む。）に照会したところ、回答が得られた５人

のうち、当時の代表取締役は、「当時の関連資料が無く、分からない。」と

回答しているものの、二人が、「当時は会社の業況が悪く社会保険料の滞納



 

があったため、社会保険事務所（当時）から再三督促されていたことを記憶

している。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、昭和 61 年７月

１日に申立人の当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

た旨の処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日については、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった62年２月28日であると認

められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所における

昭和 61年６月の社会保険事務所の記録から、24万円とすることが妥当であ

る。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和62年２月28日から63年１月までの期間につい

て、オンライン記録によると、Ａ社は62年２月28日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっており、当該期間は、同保険の適用事業所に該当して

いなかったことが確認できる上、前記の代表取締役は、「昭和62年２月28

日以降は、社員を雇用していない。」と供述している。 

また、商業・法人登記簿謄本により、申立人は、昭和62年６月30日から平

成元年４月10日までの期間、Ｂ社のＣ職であったことは確認できるが、オン

ライン記録及び適用事業所検索システムによると、同社は、厚生年金保険の

適用事業所となっていないことが確認できる上、当時の代表取締役は、「当

時の関連資料は残っていないが、同社は厚生年金保険には加入しておらず、

申立人の給与から同保険料を控除していない。」と供述しており、オンライ

ン記録によると、当該代表取締役も、同社における厚生年金保険の加入記録

は無い。 

さらに、前記の申立人が名前を挙げた同僚３人のうち、回答を得られた一

人は、「私はＢ社には勤務しておらず、昭和62年２月以降は申立人と一緒に

勤務していないので分からない。」と供述していることから、申立人の当該

期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる供述を得ることはで

きない。 

加えて、申立人は当該期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52年 11 月 28日から同年 12 月 14日まで

の期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社 (現在は、Ｂ社)における厚生年金保険

被保険者資格喪失日に係る記録を同年 12月 14日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男(死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 52年 11月 28日から 53年 11月 28日まで 

Ａ社には昭和 51年４月１日から 53年 11月 28日まで勤務し、Ｂ作業をし

ていたが、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の妻が名前を挙げた４人の同僚のうち１人は、「申立人は、私が辞

めた時は、まだ勤務していた。」と述べているところ、同人のＡ社における

厚生年金保険の被保険者資格喪失日は昭和52年12月１日であることがオン

ライン記録により確認できること、及び申立人の妻の供述から判断すると、

申立人は、申立期間当時、同社で勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、申立人の当該事業所における厚生年金保

険の被保険者資格喪失日が昭和 52年 11月 28日となっているところ、翌月

の同年 12月 14日に同資格を喪失している者が８人確認でき、このうち生存

及び所在が確認できた７人に照会し、回答が得られた４人全員が申立人と同

じＢ作業の仕事をしており、同保険の被保険者資格を喪失した同日以後も当



 

該事業所に継続して勤務していたと述べている。 

さらに、前述の４人のうち１人は、「昭和 52 年 11月頃、社会保険からし

ばらくの間脱退すると会社から説明があった。」と述べていることから、当

該事業所は、Ｂ作業をしていた従業員について、同年 12月 14日に同保険の

被保険者資格を喪失させる取扱いをしたと判断でき、申立人のみが他の同職

種の同僚と異なる取扱いであった事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 52 年 11

月 28日から同年 12 月 14日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

52年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、当該事業所は当時の書類が保管されていないため確認でき

ないと回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会

保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間のうち、昭和 52年 12月 14日から 53年 11月 28日までの期間に

ついて、当該事業所は、「当時の書類が見当たらないため、申立人に係る厚

生年金保険の適用状況等について確認できない。」と回答しており、当該期

間に係る厚生年金保険料控除について確認できる関連資料を得ることはで

きない。 

また、当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が昭和 52

年 12月 14日となっている８人のうち１人は、「昭和 52年 11月頃、社会保

険からしばらくの間、脱退すると会社から説明があった。同保険の被保険者

資格喪失後も当該事業所に勤務していたが、給与から厚生年金保険料は控除

されておらず、自ら国民年金に加入した。」と述べている。 

さらに、他の同僚からも当該期間において申立人の給与から厚生年金保険

料が控除されていたことをうかがわせる供述を得ることはできない上、申立

人は昭和52年12月から国民年金に加入し保険料を納付していることがオン

ライン記録により確認できる。 

加えて、当該期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4085 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和62年１月13日から同年２月５日までの期間について、

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年２月５日で

あると認められることから、当該期間の同資格喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、18 万円とすることが妥当であ

る。 

また、申立期間のうち、昭和 62年２月５日から 63年５月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における上記訂正後の資格喪失日（昭和 62 年２月

５日）に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、62

年２月から同年４月までは 18万円、同年５月は 16万円、同年６月から 63年

４月までは 13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年１月 13日から 63年５月１日まで 

昭和49年３月頃から平成19年１月頃までＡ社においてＢ職として継続し

て勤務していた。 

年金記録を確認したところ、申立期間における厚生年金保険の加入記録が

欠落しているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 62年１月 13日から同年２月５日までの期間につい

て、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、当該

期間にＡ社で勤務していたことが確認できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）

によると、申立人が厚生年金保険被保険者資格（以下「被保険者資格」とい



 

う。）を喪失した昭和 62年１月 13日と同日付けで、当該事業所の厚生年金

保険被保険者 18 人全員が被保険者資格を喪失していることが確認できると

ころ、当該事業所の経理事務担当者を含む複数の同僚は、「当該事業所は、

昭和 61年までの社会保険料滞納額が多額になったため、社会保険事務所（当

時）の担当者に厚生年金保険の加入を打ち切られた。」と供述している。 

さらに、申立人に係る被保険者原票によると、申立人の子が被扶養者とし

て記録されているところ、同人の誕生日は、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった昭和62年１月13日より後の同年２月＊日であること

が確認できる。 

一方、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 62年１月 13日に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっていることが確認できるところ、商業・

法人登記簿謄本によると、当該事業所の閉鎖日は平成 20年３月 28日となっ

ている上、申立期間において、当該事業所の役員に二人が就任していること

が確認できるほか、先述の同僚 18 人のうち回答が得られた３人は、いずれ

も申立期間において継続して勤務していたと回答していることから、当該事

業所は、当該期間において厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満た

していたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 62年１月 13日に被

保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係

る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の被保険者資格の喪

失日は、申立人の子の誕生日である同年２月＊日であると認められる。 

また、昭和 62年１月の標準報酬月額は、申立人の 61年 12月の社会保険

事務所の記録から、18万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 62年２月５日から 63年５月１日までの期間につい

て、申立人が保管している給料明細書、雇用保険の被保険者記録及び複数の

同僚の供述により、申立人が、当該期間においてＡ社に継続して勤務し、厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人の当該事業所における上記訂正後の資格喪失日（昭和 62 年

２月５日）を 63年５月１日に訂正することが必要である。 

なお、上記のとおり、当該事業所は厚生年金保険法の適用事業所の要件を

満たしていたものと判断される。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が保管している給料明

細書において確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、昭和 62

年２月から同年４月までは 18 万円、同年５月は 16 万円、同年６月から 63

年４月までは 13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主からは回答が得られないが、当該期間において当該事業所は適

用事業所の要件を満たしていながら、事業主は社会保険事務所に適用の届出



 

を行っていなかったと認められることから、事業主は、申立人に係る当該期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 4086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同事業所における申立期間の標準賞与額に係る記録を 10 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 19年８月 10日 

事業主の勘違いにより、平成 19年の夏季賞与支払届を社会保険事務所（当

時）に提出していなかったことが判明し、事業主が新たに年金事務所に同賞

与支払届を提出したが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間

の記録が年金給付に反映されないので、年金給付に反映されるように記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した平成 19 年夏季賞与に係る給与支払明細書及びＡ社から提

供された申立人に係る賃金台帳により、申立人は、同年８月 10 日に同事業所

から賞与の支払いを受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、給与支払明細書における当該

賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に賞与支払届を提出していなかったとして新たに届出を行っ



 

ていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間の標準賞与額に基づく

当該保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  

  

 



北海道国民年金 事案 2104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年６月から 52年９月までの期間及び 54年４月から 56年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年６月から 52年９月まで 

         ② 昭和 54年４月から 56年３月まで 

申立期間①について、昭和 48 年６月の婚姻手続の際、元夫が私の国民年

金の加入手続を行い、申立期間①の私の国民年金保険料を自身の保険料と併

せて納付してくれていた。 

申立期間②について、夫は自営業であったため、金融機関の融資を受ける

に当たり、税金や国民年金保険料の未納が無いよう私たち夫婦の保険料を夫

の預金口座から振替で納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人の元夫が、昭和 48 年６月にＡ市

役所で婚姻届を提出した際に、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期

間①の国民年金保険料を夫婦二人分併せて納付していたと述べているとこ

ろ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者台帳管理簿により

56 年４月頃にＢ市で払い出されていることが確認できる上、申立人に別の

同手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立人は当該

期間において国民年金に未加入であり、保険料の納付はできなかったものと

考えられる。 

また、申立人の同手帳記号番号が払い出された昭和 56 年４月時点で、当

該期間は既に時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、一緒に

納付していたとする申立人の元夫の当該期間における国民年金保険料も、そ

の大部分が未納となっていることがオンライン記録により確認できること



から、元夫が申立人の当該期間の保険料を納付していたものとは考え難い。 

２ 申立期間②について、申立人は、自営業をしていた申立人の夫が、金融機

関から融資を受けるため、税金や国民年金保険料の未納が無いよう、申立人

夫婦の国民年金保険料を申立人の夫の預金口座から振替納付していたと述

べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 56 年４月に払い出

されており、申立人は当該期間において国民年金に未加入であり、申立人の

保険料を口座振替で納付することはできなかったものと考えられる。 

また、Ｂ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿により、申立人及びその

夫の国民年金保険料は、昭和 59 年度から口座振替で納付されていることが

確認できるにすぎない。 

３ 申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 2105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年６月から平成元年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年６月から平成元年４月まで 

私の国民年金については、私が 20 歳になる少し前に送付されてきた国民

年金の加入届と共に口座振替の申込用紙に口座番号を記載して、私の母親が

手続を行ってくれた。 

申立期間当時は、両親と私の３人で家業を営んでおり、申立期間の国民年

金保険料については、給料が振り込まれる私の口座から、毎月、振替によっ

て納付しており、これまでまとめて納付したことや納付書によって納付した

ことはない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状

況調査等により、平成３年５月又は同年６月頃に払い出されたものと推認でき

るところ、当該払出時点において、申立期間の大半は時効により国民年金保険

料を納付できない期間である上、申立期間中、申立人に対し別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

また、オンライン記録により、平成３年６月 10日に社会保険事務所（当時）

において、その時点で納付が可能な元年５月から３年３月までの国民年金保険

料過年度納付書が作成され、当該過年度保険料が同年６月 20 日に納付されて

いることが確認できることから、申立人は、社会保険事務所から送付された納

付書に従って、その時点で過年度納付が可能である全ての期間について保険料

を納付したものと考えられ、その記録に不自然な点は見られない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、ⅰ）申立人の平成３年度から

５年度に係る国民年金保険料の納付日が不規則であり、申立期間当時のＡ市の



口座振替日（当月末）とは一致しないこと、ⅱ）当該期間に係る申立人の両親

の保険料納付は、口座振替によるものであることが確認できるところ、その納

付日は、申立人のものとは相違していることから、申立人が 20 歳になる前に

送付されてきた書類で国民年金の口座振替手続を行ったとする申立人の母親

の主張とは一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2106 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年１月から 56年３月までの期間及び 57年４月から平成元

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年１月から 56年３月まで 

             ② 昭和 57年４月から平成元年３月まで 

申立期間①及び②は、いずれも当時勤務していた事業所が社会保険の適用

事業所ではなかったことから、自身で国民年金に加入し、国民年金保険料を

納付していた。 

申立期間①については、昭和 53 年１月にＡ市Ｂ区Ｃ出張所で国民年金の

加入手続を行い、毎月同出張所の窓口又はＤ銀行（現在は、Ｅ銀行）で、送

られてきた納付書により国民年金保険料を納付していた。 

申立期間②については、昭和 57 年４月又は同年５月にＡ市Ｆ区役所で国

民年金の加入手続を行い、毎月、Ｇ銀行で送られてきた納付書により国民年

金保険料を納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、当時、勤務していた事業所がいずれ

も社会保険の適用事業所ではなかったことから国民年金に加入したとしてい

るところ、ⅰ）申立人が当時居住していたＡ市において、申立人に係る国民年

金被保険者名簿が存在せず、国民年金の加入記録が無いこと、ⅱ）オンライン

記録により、申立人の基礎年金番号の記録には、基礎年金番号制度が導入され

た平成９年１月前に国民年金に加入していた者に対し必ず付番されている国

民年金記号番号の記録が無いことが確認できることから、申立人は国民年金に

未加入であり、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付することができなか

ったものと考えられる。 



また、申立期間①及び②を併せると 123か月と長期間にわたり、申立人は国

民年金保険料を毎月納付していたとしていることから、当時、申立人が居住し

ていたＡ市Ｂ区及びＦ区において、これだけの期間及び回数の事務処理の誤り

が起こることは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



北海道国民年金 事案 2112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から 10 年１月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から 10年１月まで 

平成５年９月に私の夫が退職したことにより、私は国民年金保険料を納付

しなければならなくなったが、大学生の子供に学費や生活費を仕送りしてい

たため納付することが困難で、保険料を納めないでいた時期があった。 

ある時、国民年金保険料を納付するよう督促されたため、役所に納付が困

難であることを相談に行ったところ、納付免除制度があることを教えられ、

申請手続を行った。 

申立期間について、国民年金保険料が免除されておらず、未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、国民年金保険料の免除申請手続を行っていた

としているところ、ⅰ）申立人は、保険料の免除申請を行った場所、時期及び

回数などについての記憶が曖昧であること、ⅱ）申立人は、申請免除を受ける

場合、毎年度申請手続を行う必要があることを認識していなかったと思われる

こと、ⅲ）Ａ市は、保険料の納付勧奨対象者を管理するため、免除申請を受け

付けたことを確実に記録していたとしており、申立人の申立期間直前の平成７

年度の免除期間に係る申請については受付記録が確認できるが、申立期間につ

いては免除申請を受け付けたことが確認できないことから、申立人が、申立期

間の保険料について免除申請を行ったものとは考え難い。 

また、申立人が、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行っていたことを

示す関連資料等が無く、ほかに申立人が当該期間の免除申請を行っていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道国民年金 事案 2113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和59年７月から平成元年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から平成元年 12月まで 

私は、妻と同じ職場に勤めていたが、昭和 59 年＊月に第１子が生まれる

際に夫婦二人で会社を退職し、厚生年金保険の被保険者ではなくなったので、

同年 10 月頃、私の妻が私と妻の国民年金の加入手続を行い、二人分の国民

年金保険料を併せて納付してくれていた。 

申立期間について、私の妻の国民年金保険料は納付済みとされているのに

私の保険料のみが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59年 10月頃、申立人の妻が妻の分と併せて申立人の国民年

金の加入手続を行ってくれたと述べているところ、その妻の国民年金手帳記号

番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状況調査等により、同年 11 月

頃に払い出されたものと推認できるものの、申立人の同手帳記号番号は、同様

の調査により、平成５年３月頃に払い出されたものと推認でき、申立人はこの

頃に国民年金の加入手続を行ったものと考えられることから、これらの事実と

申立人の主張とは一致しない。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行ったと考えられる平成５年３月の時

点では、申立期間の国民年金保険料は既に時効により納付できないほか、申立

人に対し、別の国民年金記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは



できない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4070（事案 3032の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年９月１日から 49年６月１日まで 

             ② 昭和 50年４月１日から 55年１月 30日まで 

申立期間①については、Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所に勤務し、申立期間②につい

ては、Ｄ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できないこと

から、年金記録の訂正の申立てを第三者委員会に行ったところ、同委員会か

ら認められないとの通知をもらった。 

その後、申立期間①及び②の事業所に勤務していたことを証言してくれる

友人がいるので再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の従事業務に関する具体的な供述内容及び同

僚の供述から判断すると、申立人がＡ社Ｂ支店Ｃ営業所で勤務していた状況

がうかがわれるものの、ⅰ）同社本社は、「当社では、社員は全員、採用と

同時に厚生年金保険に加入させており、申立期間当時の健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届及び同喪失届を保管している。申立人に係るこれらの

届出書を確認したが、見当たらないことから、申立人が当社の社員として勤

務していたとは考え難い。申立人が修業目的で当社に勤務したのであれば、

当社のＥ業務担当者と申立人の兄との間で個別に就労条件を取り決めた上

での勤務であった可能性がある。」と回答していること、ⅱ）申立人が名前

を挙げた同僚３人のうち２人は既に死亡している上、残りの一人は、「申立

人とは一緒に勤務したが、短い期間であり、その時期は覚えていない。また、

申立人の厚生年金保険の取扱いについては分からない。」と供述しているこ

と、ⅲ）雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、当該事業所に係る雇

用保険の加入記録が無い上、申立期間①の一部において、申立事業所とは異



 

なる事業所で雇用保険に加入していること、ⅳ）当該事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿には、申立期間①において申立人の名前は記載されて

おらず、一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難いこと等を理由として、既に当委員

会の決定に基づく平成 22年 11月 18日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は申立期間①において当該事業所に勤務

していたこと等を証言してくれる者として友人の名前を挙げ、当該友人に確

認してほしいと主張していることから、当該友人に照会したところ、「私は

申立人がＡ社に短期間勤めていたことは覚えているが、申立人の正確な勤務

期間や厚生年金保険の適用状況等については分からない。」と供述している。 

また、申立人は、申立人の兄が経営していたＦ社に勤務していた時にその

兄からＧ県で勉強してくるように言われ、Ａ社に入社したと主張していると

ころ、その兄は既に死亡しており、供述を得ることができないことから、同

社において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる申立人の姉に照会し

たところ、同人は、「私がＦ社に勤務していた時に申立人も同社に勤務して

いたこと、申立人が兄の指示でＨ商品の商品知識を習得するために、Ｉ社と

いうＨ商品製造販売会社に１年間ぐらい修行に行ったことは覚えている。し

かし、申立人が同社での修行後、Ａ社に勤務していたか、同社に研修に行っ

たかまでは記憶がない。」と供述している。 

なお、上述のＩ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、

申立人の氏名は確認できない。 

２ 申立期間②について、ⅰ）申立人がＤ社が所在していたとする住所地を管

轄する法務局に照会したところ、同名の事業所が３事業所確認できたが、商

業・法人登記簿謄本によると、いずれの事業所も、申立人が記憶する所在地

及び代表取締役とは異なっている上、３事業所のうち、申立事業所と事業内

容が合致していた１事業所の元Ｊ職からは、「当社は、Ｋ市で営業していた

ことはなく、Ｌ事業を行っていなかった。」との回答があったこと、ⅱ）オ

ンライン記録によると、管轄社会保険事務所（当時）に同社と同一名称の厚

生年金保険の適用事業所が３事業所確認できるが、いずれの事業所も、申立

人が記憶している所在地及び事業主名と符合しないこと、ⅲ）申立人は同僚

５人の名前を挙げているが、このうち４人は本人が特定できず、残り一人は

連絡先が不明であることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状

況について供述を得ることができなかったこと、ⅳ）雇用保険の被保険者記

録によると、申立人は、同社に係る雇用保険の加入記録が無いこと等を理由

として、既に当委員会の決定に基づく平成 22年 11月 18日付けで年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は申立期間②において当該事業所に勤務



 

していたこと等を証言してくれる者として、前記１で挙げた友人の名前を挙

げているところ、当該友人は当初の申立て時において照会を行った者であっ

たが、再度、照会したところ、「私はＤ社という会社名を聞いたこともなく、

申立人が同社に勤務していたという記憶もない。」と供述している。 

また、申立人は当該事業所に入社した経緯は、大学卒業後に勤務した事業

所の当時の同僚から紹介されて入社したと主張しているものの、当該同僚は

所在が不明であることから、供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、「当該事業所は、Ｍ事業所及びＮ事業所と取引があっ

た。」と述べていることから、両事業所に照会したところ、いずれの事業所

もＤ社というＬ事業関連会社を聞いたこともない上、取引実績もないので、

同社については分からない。」と回答している。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、今

回の申立人の主張については、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立

期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年１月 11日から 40年９月 19日まで 

② 昭和 44年８月 29日から 45年２月８日まで 

③ 昭和 45年８月２日から 46年１月 25日まで 

④ 昭和 46年７月１日から 47年３月 24日まで 

⑤ 昭和 47年６月１日から 48年２月 25日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係る確認はがきを受け取ったところ、申立

期間①から⑤までについては、脱退手当金が支給済みとされていた。 

脱退手当金を請求した記憶も受け取った記憶もないので、全ての申立期間

について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間⑤において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間①から⑤までの脱退手当金は、支給額に計算上

の誤りは無い上、申立期間⑤に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日

から約３か月後の昭和 48年５月 14日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険の被保険者期間については、申立期間①から⑤

までの５回の被保険者期間が同一の被保険者記号番号で管理されているとこ

ろ、申立期間⑤後の別の事業所における被保険者期間は別の記号番号で管理さ

れていることを踏まえると、脱退手当金を受給したために番号が異なっている

ものと考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶がないと

いうほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たら



 

ない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4072 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月２日から 46年３月 26日まで 

厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申立期間については脱退手当

金を支給しているとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を受給した記憶はないので、申立期間について年金額

に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記さ

れているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、

申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約３か月後の

昭和 46年６月 29日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

また、申立人は、申立期間前の２年を超える厚生年金保険の被保険者期間に

ついては脱退手当金を受給しており、申立期間の脱退手当金を受給することに

不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶がないという

ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 24年５月 23日から 27年８月 13日まで 

② 昭和 27年９月 10日から 28年３月 20日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係る確認はがきを受けとったところ、申立

期間①及び②については脱退手当金が支給済みとされていた。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶はないので、両申立期間について年

金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申

立期間②に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約１か月後の

昭和 28年４月 30日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険

者台帳（旧台帳）には脱退手当金が支給されたことが記録されているなど、一

連の事務処理に不自然さがうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金は、上述のとおり昭和 28年４月 30日に支給決定

されているところ、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金

保険の被保険者期間がなければ年金が受給できなかったのであるから、申立期

間に係る事業所を退職後、31 年５月まで厚生年金保険の加入期間が無い申立

人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人には受給

した記憶がないというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4074 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 48年６月１日から 53年３月 31日まで 

申立期間はＡ社にＢ職として勤務していたが、年金記録を確認したところ、

当該期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間当時、健康保険証の交付を受けていた記憶があるので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から、申立人は、申立期間の

うち昭和 48年６月２日から同年 12月 16日までの期間、49年６月１日から同

年 11月 30日までの期間、50年５月 26日から同年 12月 22日までの期間、51

年５月１日から同年 12月 29日までの期間及び 52年５月３日から同年９月６

日までの期間において、Ａ社にＢ職として勤務していたことは認められる。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ａ社は昭和 50 年

８月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間のうち 48 年

６月１日から 50年７月 31日までの期間は、適用事業所でないことが確認でき

る。 

また、Ａ社は、昭和 56 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっている上、商業・法人登記簿謄本により、平成元年 12 月３日に解散し

ていることが確認できるとともに、当時の事業主は、「関係資料を保管してお

らず、当時のＣ業務担当者も既に死亡していることから、申立期間当時の状況

は不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間における勤務実

態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除の状況について確認すること

ができない。 



 

さらに、申立人が当時の同僚として名前を挙げた者二人のうち、個人が特定

できた一人に照会したものの、同人からは、申立人の申立期間における厚生年

金保険の適用及び厚生年金保険料控除をうかがわせる具体的な供述が得られ

なかった。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）により、厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確

認できる者のうち、生存及び所在が確認できた７人に照会したところ、回答が

得られた５人のうち３人は、「申立人は、勤務期間は特定できないものの、Ｂ

職として勤務していた。」と供述しているとともに、このうち当時の経理事務

担当者であったとする者を含めた二人は、「Ｂ職は、厚生年金保険に加入して

いなかった。」と供述しており、残りの二人からは、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除をうかがわせる供述が得られ

ず、申立人も申立期間の厚生年金保険料控除について具体的な記憶がない。 

その上、Ａ社に係る被保険者原票において、申立人の厚生年金保険の加入記

録は確認できず、一方、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い上、雇用保険被保険者記録により、申立人は、

昭和 52年９月 15日から 53年１月 30日までの期間については、同社とは別の

事業所において被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4075 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 49年８月１日まで 

昭和 44年４月から 58 年 12月 31日までＡ社（昭和 44年 12月 22 日まで

は、Ｂ事業所）に勤務していたが、年金記録を確認したところ、同社におけ

る厚生年金保険の被保険者資格取得日が 49 年８月１日となっており、申立

期間の加入記録が確認できない。 

しかし、Ａ社における勤続＊年の表彰状から、同社に勤務していたことを

確認できるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人が保管するＣ団体及びＤ団体の各表彰状か

ら、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務していたことは認められ

る。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ａ社は昭和 49 年８月１日に厚生年金

保険の適用事業所に該当しており、申立期間当時は適用事業所でないことが確

認できる。 

また、オンライン記録により、Ａ社は、平成 22 年９月１日に厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなっている上、商業・法人登記簿謄本により、同年

８月 26 日に解散していることが確認できるとともに、申立期間当時の事業主

は既に死亡していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用

及び厚生年金保険料控除の状況について確認することができない。 

さらに、Ａ社のＥ職であった者は、「Ｂ事業所は、昭和 30 年頃から 44 年

12 月に法人化するまでの期間は、個人経営の事業所であった。関係資料が無

く、申立期間当時の状況は分からないが、当社が厚生年金保険の適用事業所と



 

なったのは 49 年８月であることから、この前に従業員の給与から厚生年金保

険料を控除することはない。従業員は、それぞれ国民年金に加入していたと思

う。」と供述しているところ、オンライン記録により、当該Ｅ職は、同年８月

１日に同社における厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立期間に

おいて国民年金の被保険者であることが確認できるとともに、当時の事業主も、

同社が厚生年金保険の適用事業所に該当するまでの期間は国民年金に加入し

ていることが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、昭和 49 年

８月１日に同社における被保険者資格を取得していることが確認できる者で、

生存及び所在が確認できた５人に照会したところ、回答が得られた二人のうち、

同資格取得日が採用日であった一人を除く他の者は、「昭和 41 年５月頃から

Ｂ事業所に勤務していたが、同事業所において厚生年金保険に加入したのは

49 年８月１日である。これ以前は、国民年金及び国民健康保険に加入してい

た。」と供述しているところ、オンライン記録により、同人は、申立期間にお

いて国民年金の被保険者であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用及び厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4076（事案 1986の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

        住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年６月から 54年７月１日まで              

申立期間については、Ａ社において、Ｂ業務担当として勤務していた。厚

生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等は

無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしいと申し立てたが、第三者委員会から認められないとの通知をもらった。 

新たな資料は無く、新たに思い出したこともないが、Ａ社の社会保険事務

を受託していた社会保険労務士が当時の状況について知っているはずなの

で、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、雇用保険の被保険者記録から、申立人が

申立期間にＡ社に勤務していたことは認められるものの、ⅰ）オンライン記録

によると、同社は昭和 54 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間当時は、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できること、

ⅱ）同社は平成９年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ているとともに、商業・法人登記簿謄本によると、同年同月日に破産宣告を受

けている上、当時の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期間に

おける勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅲ）

申立人は申立期間当時の同僚５人の名前を挙げているが、同社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者原票によると、これら同僚と同姓の厚生年金保険被保険

者の記録は確認できない上、このうち唯一連絡が取れた同僚からは、申立期間

に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述を得ることができなかった

こと、ⅳ）オンライン記録によると、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当

すると同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得している同僚４人のうち２



 

人は、申立期間において厚生年金保険の被保険者としての記録が確認できない

上、他の二人は、いずれも同社とは異なる別の事業所において厚生年金保険の

被保険者資格を取得していること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

く平成22年５月14日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

申立人は、今回の再申立てに当たり、「新たな資料は無く、新たに思い出し

たこともないが、Ａ社の社会保険事務を受託していた社会保険労務士が当時の

状況について知っているはずなので、再度調査してほしい。」としているとこ

ろ、当該社会保険労務士については、当初の申立てにおいて照会し、回答が得

られているが、再度、同人に照会したものの、「新たに見つかった資料は無く、

新たに思い出したこともない。Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった際の

手続及びその他の社会保険手続を行っていたと思うが、当時の状況をはっきり

覚えていない。」と回答していることから、申立人の主張は、当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険

被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4077 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月１日から 51年８月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が給与支給額よ

りも低額な記録となっている。 

また、申立期間中に標準報酬月額が下がっている期間があるが、給与額が

下がることはなかった。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間の標準報酬月額について、正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、平成 19年 10月１日に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっているとともに、商業・法人登記簿謄本によると、

同社は、18年６月 30日に解散していることが確認できる上、同社の清算人は、

「申立人に関する資料は無い。」と回答しており、申立人の申立期間における

給与支給額及び厚生年金保険料控除の状況について確認できない。 

また、申立人は、申立期間当時の同僚一人の名前を挙げているところ、同人

からは、申立期間の一部の期間に係る給与明細書が提供されているものの、当

該給与明細書に記載されている厚生年金保険料控除額は、オンライン記録にお

ける標準報酬月額に基づく額であることが確認できる上、同人からは、申立人

の申立期間における給与支給額及び厚生年金保険料控除額を確認できる供述

を得ることはできなかった。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保

険者原票」という。）において、申立人と同日の昭和 42年４月１日に被保険者

資格を取得している同僚のうち、申立人と同年代であり、資格取得時における



 

標準報酬月額が同程度であった同僚７人の標準報酬月額の推移を確認したと

ころ、申立人の標準報酬月額のみが低額に記録されている状況は認められない

上、このうち二人については、申立人と同様に、申立期間中に標準報酬月額が

引き下げられている期間が確認できる。 

加えて、上記同僚７人に照会し、５人から回答が得られたところ、このうち

一人は、「私も、申立期間当時の給与支給額よりも標準報酬月額が低額に記録

されている。」と供述し、同人からは、申立期間の一部の期間に係る給与明細

書が提供されているものの、当該給与明細書に記載されている厚生年金保険料

控除額は、オンライン記録における標準報酬月額に基づく額であることが確認

できる上、他の４人からは、申立人の申立期間における給与支給額及び厚生年

金保険料控除額を確認できる供述を得ることはできなかった。 

その上、申立人は、申立期間中に給与額が下がることはなく、標準報酬月額

が下がることはあり得ない旨を主張しているが、前述の同僚二人から提供され

た給与明細書によると、当該事業所においては、本俸以外の諸手当の支給額が

増減していることが確認できることから、申立人の標準報酬月額が引き下げら

れている期間があることに不自然さはうかがわれない上、当該事業所に係る被

保険者原票において、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正されるなどの不自

然な点も認められない。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4087 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 37年１月８日から 55年 12月 13日まで 

② 昭和 56年 11月１日から 60年７月 31日まで 

申立期間①はＡ社Ｂ工場、申立期間②はＣ社にそれぞれ勤務しＤ事務を担

当していたが、両申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額について、

実際に支給されていた給与額より低額となっており改ざんされている。 

申立期間①及び②について、標準報酬月額を訂正してほしい。 

また、申立期間①について、毎年夏と冬に賞与を支給されていたが、厚生

年金保険の被保険者記録に反映されていないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ工場に勤務していた申立期間①当

時、男性並みの給与支給額であったにもかかわらず、厚生年金保険の標準報

酬月額が、当時支給された給与額に比し低く改ざんされているので訂正して

ほしいと申し立てている。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ａ社Ｂ工場は、

昭和 55年 12月 13日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている

上、当時の事業主は、既に死亡していることから、申立人の申立期間①にお

ける報酬月額及び厚生年金保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者

原票」という。）により、申立期間①当時、厚生年金保険の被保険者であっ

たことが確認でき、生存及び所在が確認できた者 26人に照会し、11人から

回答が得られたところ、そのうち８人は、「当時、Ｅ事務を担当していた者

は、申立人であった。」と供述するとともに、当該８人のうち当時の給与支



 

給額を記憶していた４人は、共に「給与明細書を保管していないが、記憶し

ている給与支給額と標準報酬月額の記録とは相違していない。」と供述して

いることから判断して、申立期間①当時、当該事業所における標準報酬月額

に係る届出が適正に行われていたことがうかがわれる。 

さらに、申立人は、申立期間①当時、男性並みの給与が支給されていたと

主張しているところ、オンライン記録により、申立人及び申立期間①当時Ｆ

職であった５人を含む申立人と同年齢以上の男性被保険者 29 人について、

申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額を確認したところ、申立人

の標準報酬月額は、事業主及びＧ職と同程度の標準報酬月額であり、これら

の者を除く被保険者（24 人）の標準報酬月額と比較した場合には、おおむ

ね２倍近い額となっていることが確認でき、申立人の標準報酬月額が特に低

額であるという事情は見当たらない。 

加えて、申立人の被保険者原票によると、申立人の申立期間①における標

準報酬月額の記録が遡って訂正される等、不自然な事務処理が行われた形跡

は無い上、申立人が申立期間①において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

は無い。 

このほか申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｃ社に勤務していた申立期間②に係る厚

生年金保険の標準報酬月額が、当時支給された給与額に比し低く改ざんされ

ているので訂正してほしいと申し立てている。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｃ社は、昭和

62年２月 28日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当

時の事業主は、既に死亡していることから、申立人の申立期間②における報

酬月額及び厚生年金保険料控除の状況について確認することができない。 

また、当該事業所の被保険者原票により、申立期間②当時、厚生年金保険

の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認できたＧ職を含む

16 人に照会し、６人から回答が得られたところ、そのうち５人は、「当時、

Ｅ事務を担当していた者は、申立人であった。」と供述するとともに、当該

５人のうち当時の給与支給額を記憶していた二人は、共に「給与明細書を保

管していないが、記憶している給与額と標準報酬月額の記録とは相違してい

ない。」と供述していることから判断して、申立期間②当時、当該事業所に

おける標準報酬月額に係る届出が適正に行われていたことがうかがわれる。 

さらに、オンライン記録により、申立人及び申立期間②当時Ｆ職であった

者６人を含む申立人と同年齢以上の男性被保険者 13 人について、申立期間

②における厚生年金保険の標準報酬月額を確認したところ、申立人の標準報

酬月額は、Ｇ職と同程度の標準報酬月額であり、これらの者を除く被保険者



 

（７人）の標準報酬月額と比較した場合には、おおむね２倍近い額となって

いることが確認でき、申立人の標準報酬月額が特に低額であるという事情は

見当たらない。 

加えて、申立人の被保険者原票によると、申立人の申立期間②における標

準報酬月額の記録が遡って訂正される等、不自然な事務処理が行われた形跡

は無い上、申立人が申立期間②において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

は無い。 

このほか申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

両申立期間について、申立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

なお、申立期間①について、毎年夏と冬に賞与を支給されていたが、厚生

年金保険の被保険者記録に反映されていないので訂正してほしいと主張し

ているところ、標準賞与額については、厚生年金保険法において平成 15 年

４月１日から適用された制度であることから、それ以前の賞与については標

準賞与額とはならず、記録を訂正することを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 47年 12月２日から 48年９月まで 

昭和 47年５月１日から 48年９月までＡ社に勤務していたが、厚生年金保

険の被保険者資格喪失日が 47年 12月２日になっており、申立期間の厚生年

金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＡ社は、オンライン記録によると、平成 14 年

３月 18 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、商業・法

人登記簿謄本によると、同年７月＊日に破産廃止しており、当時の事業主も既

に死亡しているため、廃止当時の代表取締役に照会したところ、「申立人を知

っているが、申立人の勤務期間や退職した時期までは分からない。また、会社

が解散して年数が経過しており、当時の資料を保存していないため不明であ

る。」と回答していることから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年

金保険の適用状況について確認することができない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚３人のうち生存及び所在が確認できた２人

及びオンライン記録により、当該事業所において申立期間当時に厚生年金保険

の被保険者であった者のうち生存及び所在が確認できた４人の計６人に照会

し、５人から回答が得られたところ、そのうち４人は、申立人のことを記憶し

ておらず、残りの一人は申立人を記憶しているものの、申立人の申立てを裏付

ける供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は、「勤務していた当時、Ｂ県内におけるＣ工事中の事故に

より労働災害と認定された。労働者災害補償保険金は為替で送られ、Ｄ金融機



 

関で受取った記憶がある。また、申立期間当時、Ｅ県にあるＦ社のＧ工事、Ｂ

県内のＨ業務も行った記憶があり、関係機関を調べれば、私が勤務していた期

間が確認できるはずである。」と主張しているところ、これら工事の発注者に

照会したものの、いずれも当時の工事工程表等の資料を保存していないため不

明であると回答しており、また、当時、当該事業所を管轄する労働基準監督署

は、「当該事業所が、労働者災害補償保険法の適用事業所であったことは確認

できるが、当時の関係資料を保存しておらず、同保険法に基づく申立人の保険

給付金の適用状況については不明である。」と回答しているほか、Ｄ金融機関

は、「為替の記録保存期限は、種類によるが、発行日から１年６か月又は３年

６か月でそれぞれ権利消滅となるため、当時の関連記録については保存してい

ない。」と回答しており、いずれの関係機関からも申立人の主張を裏付ける資

料や供述を得ることができなかった。 

加えて、申立人のことを記憶している前述の代表取締役及び同僚一人は、共

に「社会保険に加入していた社員について、退職する以前に社会保険の被保険

者資格を喪失する手続が行われたことはない。」と供述している上、申立人が

主張するＣ工事の事故による労働災害についても記憶していない旨供述して

いる。 

その上、申立人は、「昭和 48 年の労災認定期間中に帰省し、家族とバス旅

行に参加した。帰省から戻って、１か月ほどしてから退職したことを鮮明に記

憶している。」と主張していることから、申立人の元妻に照会したところ、「家

族でバス旅行に参加したのは間違いない。いつであったかまでは分からないが、

下の子供がＩ学校に入学していなかったことを記憶している。」と供述してお

り、戸籍謄本において確認できる申立人の当該子供の生年月日から、Ｉ学校入

学は、昭和 48年４月であったと考えられ、このバス旅行は少なくとも 47年以

前であったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 4089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月１日から 45年６月 30日まで 

申立期間について、Ａ市のＢ工業団地で勤務していた。当時、勤務してい

た事業所名は不明だが、申立期間に同工業団地で勤務していたのは間違いな

い。厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は既に死亡しているため、申立期間に勤務していた事業所名、事業主

及び同僚の氏名等を確認することができないことから、オンライン記録により、

申立人の申立期間前後の期間において、厚生年金保険の加入記録が確認できる

Ｃ社及びＤ社で、厚生年金保険被保険者であったことが確認できる者 11 人に

照会したところ、回答が得られた９人のうち７人は、「Ｃ社、Ｄ社の工場は、

Ａ市のＢ工業団地にあった。」と述べているが、申立人が申立期間に勤務した

事業所名についての供述は得られない。 

また、申立人の妻及び家族は、当初、申立人が勤務していた事業所名として

Ｅ社を挙げていたことから、申立人の申立期間における勤務実態等について同

社に照会したところ、「申立期間に係る資料は無く、当時、Ａ工場に勤務して

いた従業員に申立人の在籍について確認したが、明確な情報を得ることができ

ない。」と回答している上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という）及び被保険者原票には、申立人の氏名は無い。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、申立人が従事していたとす

る業務内容と一致し、Ａ市のＢ工業団地に存在したと思われる４か所の厚生年



 

金保険適用事業所及び上述の同僚が同工業団地にあったとして名称を挙げた

事業所のうち、申立期間当時に厚生年金保険の適用事業所であったことが確認

できる事業所について、被保険者名簿を確認したものの、申立人の氏名は無い。 

加えて、雇用保険の被保険者記録において、申立期間に係る申立人の記録は

存在しない上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申   

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から同年８月１日まで 

申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額について、実際に受給してい

た給与額に基づく標準報酬月額より低く記録されているので、申立期間の標

準報酬月額について、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 37年４月１日に、厚生年金保険の適用のみがＡ社からＡ社

Ｂ営業所に変更となった。勤務先に変更が無く、定期昇給しているにもかかわ

らず、年金記録では、標準報酬月額が４か月間減額された記録となっているの

で、年金記録を訂正してほしい。」と申し立てている。 

しかしながら、当該事業所は昭和 42 年１月にＣ社に合併となっていること

から、同社に照会したところ、「申立人は当社に勤務していたことは確認でき

るものの、関係資料が無く、当時の状況は不明である。」と回答しており、申

立人の申立ての事実に係る関連資料及び具体的な回答を得ることができない。 

また、オンライン記録によると、申立人と同様に当該事業所における厚生年

金保険被保険者資格取得日が昭和37年４月１日である者は47人確認できると

ころ、そのうち 31 人は同日以後の標準報酬月額の等級が直前の等級より低く

なっている上、そのうち３人は申立人と同程度の減額となっており、申立人の

標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たら

ない。 

さらに、上記 31 人のうち２人から提出された厚生年金保険被保険者資格取

得時の給与明細書を確認したところ、固定的賃金部分（基本給、能力給、特別

手当及び住宅手当の合計額）に見合う標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額

に見合う標準報酬月額と、オンライン記録により確認できる同人の標準報酬月



 

額が一致している上、申立期間後に社会保険事務を担当していた者は、「社会

保険事務所(当時)に標準報酬月額を届け出る際に、時間外手当を含めずに固定

給のみで届け出たかもしれない。」と回答していることから、当該事業所では、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、固定的賃金を報酬月額とし

て社会保険事務所に届け出ていたことがうかがえる。 

その上、申立人のＡ社Ｅ営業所に係る健康保険厚年金保険被保険者原票の記

録は、オンライン記録と合致しており、遡って訂正された形跡は無い。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年３月１日から 60年２月１日まで 

             ② 昭和 60年８月 31日から同年９月１日まで 

昭和 59年３月１日から 60年８月 31日までＡ社に継続して勤務していた

が、厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間①及び②の加入記録が

確認できない。 

昭和 59年 10月にＡ社のＢ営業所Ｃ職を命じられた辞令があるので、両申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、昭和 59年７月１日から 60年２月１日について、申立

人が保管するＡ社ら交付された辞令及び給与明細書並びに複数の同僚の供

述から判断すると、申立人は当該期間において、同社Ｂ営業所で勤務してい

たことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、商業・法人登記簿謄本によると、平成６年

７月１日に閉鎖されている上、後継事業所と考えられるＤ社Ｅ支社からも回

答が得られないことから、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年

金保険の適用状況について確認することができない。 

また、申立人は、申立期間①のうち、昭和 59 年８月及び同年９月の給与

明細書を保管しているものの、当該給与明細書によると厚生年金保険料が控

除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人が保管する昭和 60 年分の源泉徴収票により確認できる社

会保険料控除額は、申立人に係る当該事業所の厚生年金保険被保険者期間で

ある60年２月１日から同年８月31日までの標準報酬月額から算出した健康

保険料、厚生年金保険料及び雇用保険料とほぼ一致することから、申立人が、



 

申立期間①における厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものとは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間①に係る雇用保険の被保険者記録は確認できな

い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該事業所で勤務し、厚生年金保険料も

給与から控除されていたと主張しているものの、先述のとおり、当該事業所

は平成６年７月１日に閉鎖されている上、後継事業所と考えられるＤ社Ｅ支

社からも回答が得られないことから、申立人の申立期間②における勤務実態

及び厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

また、先述のとおり、申立人が保管する昭和 60 年分の源泉徴収票により

確認できる社会保険料控除額から、申立人は、申立期間②に係る同年８月分

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていなかったことが推

認できる。 

さらに、申立人の当該事業所に係る雇用保険で確認できる離職日は昭和

60年８月 30日であり、オンライン記録で確認できる申立人の厚生年金保険

の被保険者資格喪失日の記録（昭和 60年８月 31日）と符合している。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち３人から回答を得られたも

のの、いずれの同僚からも、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生

年金保険料の給与からの控除をうかがわせる供述を得ることができなかっ

た。 

このほか、申立人の申立期間②に係る申立ての事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年６月 16日から 38年１月１日まで 

Ａ社の子会社であるＢ社に勤務していたが、昭和 37 年６月に同社の解散

と同時にＡ社Ｃ本社所管のＤ事業所に勤務した。同年 10月頃にＥ市に戻り、

新設会社であるＦ社の設立準備業務に従事し、同年 11 月２日に同社の設立

と同時に同社に採用されたが、申立期間における厚生年金保険の被保険者記

録が確認できない。 

申立期間について、Ａ社から給与が支給されていたと認識しており、当然

のことながら厚生年金保険に加入していたと思っているので、同保険の加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間において、Ａ社の関連会社で

あるＦ社に採用され、Ａ社所管のＤ事業所で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社及びＦ社は、それぞれ平成７

年５月１日及び３年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

上、当時の事業主は既に死亡しているほか、Ａ社の後継会社であるＧ社は、「申

立人に関する資料は保管されていない。」と回答していることから、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険の適用及び同保険料の控除について確認するこ

とができない。 

また、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）によると、同社は昭和 38年１月１日に厚生年金保険の適用事業所と

なっており、申立期間においては同保険の適用事業所でなかったことが確認で

きる上、Ｈ健康保険組合が保管している申立人に係る被保険者台帳によると、

申立人の健康保険被保険者資格取得日はオンライン記録と一致していること



 

が確認できる。 

さらに、申立人が経理担当者として名前を挙げた同僚は、「当時のＡ社本社

の事業所は、Ｅ市に初進出する時期であり、時間をかけてスタッフを教育する

ことが営業方針であった。そのため、申立人のＣ市におけるＤ事業所勤務の期

間は研修期間であったと思う。申立期間の給与については、Ｆ社の設立前であ

ったため、親会社であるＡ社Ｃ本社が立て替えて支払っていた。」と回答して

いる。 

加えて、申立期間当時、Ｄ事業所において申立人と一緒に勤務していたとし、

かつ、Ｆ社の被保険者名簿により、昭和 38 年１月１日に厚生年金保険被保険

者資格を取得していることが確認できる同僚は、「私は、昭和 37年７月から同

年 10月までＡ社所管のＤ事業所で勤務し、その後、同年 11月から新会社であ

るＦ社の設立準備業務に従事した。給与はＡ社から支給されていた。」と回答

しているところ、当該同僚はＡ社の被保険者名簿では、申立期間における厚生

年金保険の被保険者記録が確認できない上、ほかの同僚からも、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述を得ることができな

かった。 

その上、申立期間において、Ａ社の被保険者名簿には、申立人の名前は記載

されておらず、一方、同名簿において整理番号に欠番が無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4093（事案 2863の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 54年 10年１日から平成２年３月 30日まで 

申立期間においては、実兄が設立したＡ社に勤務していた。厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしいと申し立てたが、第三者委員会から認

められないとの通知をもらった。 

新たな資料は無いが、実兄が厚生年金保険料を社会保険事務所（当時）に

納付していたと思うので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）事業所名簿等により、Ａ社は、厚生

年金保険の適用事業所であったことが確認できないこと、ⅱ）申立期間当時の

代表取締役である申立人の実兄は既に死亡しており、その後、当該事業所の代

表取締役となった申立人が、申立期間当時の書類を引き継いでいないとしてい

ること、ⅲ）申立人は申立期間において、国民健康保険に加入していたこと等

を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 22年 10月 29日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てに当たり、新たな資料等を提出することなく、「実

兄が社会保険事務所に対し、厚生年金保険料を納付していた。」と主張してい

るが、これは、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 33年６月１日から同年９月３日まで 

             ② 昭和 33年 11月 16日から 34年１月１日まで 

申立期間①については、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となる昭和 33

年６月１日には既に同社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無い

ので、記録を訂正してほしい。 

申立期間②については、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に、昭和 33年 11 月 16日

から勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無いので、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人のＡ社への入社に至る経緯に関する具体的な

供述及びそれに対する当時の同社の役員であったことが確認できる者の供

述から判断すると、申立人は、申立期間①以前から同社に勤務していたこと

が推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、オンライン記録により、昭和 40年１月 31

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認できる

上、商業・法人登記簿謄本により、59年 12月２日に解散していることが確

認できるとともに、申立期間①当時の事業主も既に死亡していることから、

申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

また、申立人は同僚の姓のみを挙げているが、個人を特定することができ

ず、オンライン記録により、申立期間①に当該事業所において厚生年金保険

の被保険者資格が確認でき、生存及び所在が確認できた同僚６人に照会した

ところ、４人から回答が得られたものの、いずれの者からも申立人の申立内

容に係る供述が得られない上、そのうち自身の勤務期間を記憶している一人



 

が、「私は、自身の厚生年金保険の被保険者資格取得日よりも前から、Ａ社

で勤務していた。」と供述していることから、当該事業所における厚生年金

保険の被保険者資格取得日は、入社後、一定期間を経過した後であったこと

がうかがえる。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 33年 11月 16日からＢ社に勤務し

ていた。」と主張している。 

しかしながら、Ｃ社では、「30年以上も過去の資料については不明である。

当社は合併を繰り返しており、申立期間②当時のことを知る者もいない。」

と回答していることから、申立人の申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金

保険の適用状況について確認できない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人に照会したものの回答が得られず、

オンライン記録により、申立期間②に当該事業所において厚生年金保険の被

保険者資格が確認でき、生存及び所在が確認できた同僚５人に照会したとこ

ろ、４人から回答が得られたものの、そのうち二人は、「申立人が勤務して

いたことは知っているが、詳しいことは分からない。」と供述しており、い

ずれの者からも申立人の申立内容を確認できる供述を得ることはできなか

った。 

３ 申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を各事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人

も、同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人の両申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 4095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 61年３月１日から同年 10月１日まで 

昭和 46年４月１日からＡ社で勤務していたが、申立期間である７か月は、

会社の命により、Ｂ業務代理店設立のための資格を取得すべくＣ社Ｄ業務部

に研修出向させられていた期間であり、身分及び待遇面等は従来と変わるこ

となく、給与もＡ社から支給されていた。 

申立期間の給与の額は出向前よりも増えていたのに、厚生年金保険の標準

報酬月額が出向前よりも下がっているのは納得できないので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、「Ａ社からＣ社Ｄ業務部に研修出向していた

期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が下がっているのは納得できな

い。」と申し立てている。 

しかしながら、Ｃ社の合併先であるＥ社は、「合併により書類が残っておら

ず、当時のことは不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間

に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認できない。 

また、Ａ社は、オンライン記録により平成 16 年７月１日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっていることが確認できる上、商業・法人登記簿謄

本により同年６月 30日に解散していることが確認でき、当時の事業主は、「給

与の減額を実施したことはないものの、当時の資料が無いため確認できない。」

と回答していることから、申立人の申立期間に係る報酬月額及び厚生年金保険

料の控除額について確認できない。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚５人及び申立期間に当該事業所において

厚生年金保険の被保険者資格が確認できる２人の計７人に照会したところ、４



 

人から回答が得られたものの、そのうち、申立期間当時に当該事業所のＦ職で

あった者は、「申立人がＣ社Ｄ業務部に研修に行ったことは事実であるが、社

会保険等の詳細は分からない。」と供述し、事務担当であった者は、「Ａ社はそ

の後他社と合併したが、当該合併先の企業も既に倒産しており、過去の社会保

険及び給与データは処分されているため、詳細は不明である。」と供述してい

ることから、申立人の申立期間の厚生年金保険料の控除について確認できない

ほか、当該事務担当であった者は、「申立人が出向したのであれば、Ａ社で社

会保険等の資格があるのが通常であり、Ｃ社で同保険等の資格を取得するため

に、同社に入社した上で研修を受けなければその資格を取得できなかった可能

性があるが、今となってはその詳細は不明である。」とも供述している。 

加えて、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細

書等の資料は無く、申立人においても、同保険料が給与から控除されていたこ

とに関する具体的な記憶がない。 

その上、申立期間について、健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンラ

イン記録によると、申立人の標準報酬月額等の記録が遡って訂正された形跡も

認められない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 12年３月 21日から同年９月１日まで 

平成 12年３月 21日から同年 12月 25日までＡ社（現在は、Ｂ社）にＣ専

門職として勤務していたが、年金記録によると、厚生年金保険の被保険者資

格取得日が同年９月１日となっている。 

雇用保険の被保険者記録により、申立期間に当該事業所に勤務していたこ

とが証明できるので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

しかしながら、当該事業所が保管している申立人に係る賃金台帳（写し）（申

立人の領収印が確認できる。）によると、申立期間の給与から厚生年金保険料

が控除されていないことが確認できる上、申立期間のうち、平成 12 年５月か

ら同年７月までの３か月は、労働日数が通常の労働日数に満たないこと（労働

日数は、平成 12年５月が３日、同年６月が０日、同年７月が 11日）が確認で

きる。 

また、当該事業所は、「社員を新規採用する際、試用期間を３か月設けてお

り、原則として、試用期間中の者については厚生年金保険の加入手続を行って

いないが、これは新規採用者に一律適用するものではなく、勤務状況に応じて

その期間を短縮して同保険の加入手続を行っていた。申立人の場合は、病気の

ため通常勤務が困難な時期があったので、通常の採用者より厚生年金保険の加

入手続が遅くなった。」と回答しているところ、申立人も、「勤務し始めた後、

体調を崩して１か月ほど入院し、静養していた時期があった。」と供述してい



 

る。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚二人及び当該事業所において雇用保険の

被保険者資格を申立人と同時期に取得していることが確認できる同僚一人の

計３人に照会したところ、一人から回答が得られたものの、申立人の申立内容

に係る供述を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


